
１ 新大田区外郭団体等改革プランの概要

「新大田区外郭団体等改革プラン」総括・評価について

（１）目的

平成29年度～令和３年度までの５年間を対象とする。

（２）推進期間

（３）本プランの対象団体

本プランは、平成26～27年度に「大田区外郭団体改革プラン」の対象団体及びその他の
団体についての見直し及び今後のあり方の検討を行った結果、今後さらなる検証が必要と
判断した以下の７団体をプランの対象としている。

①大田区文化振興協会
④大田区社会福祉協議会
⑦大田幸陽会

②大田区スポーツ協会
⑤大田区シルバー人材センター

③大田区産業振興協会
⑥池上長寿園

【対象団体一覧】
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社会状況等の変化に加え、指定管理者制度の導入や民間事業者の公的サービスへの参入
が増えるなど、外郭団体を取り巻く環境に変化が生じている。このような状況の下、より効
率的かつ効果的に公的サービスを提供していくためには、外郭団体と区が、自らの果たすべ
き役割やあるべき姿を改めて確認し、双方が一体となって改革を進めていく必要がある。本
プランは、その改革の実現に向けた羅針盤とすることを目的に策定した。
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２ 本プランの総括・検証について

（１）総括・検証の概要

「大田区外郭団体等のあり方検討委員会」にて本プランの改革事項に対する各取組の
総括・検証を行った。

（２）各団体の取組数及び達成度

【取組の合計：43】

「１」取組みを進めることができた 37（86％）
「２」取組みを行ったが、進捗が不十分であった 6（14％）
「３」取組みに着手することができなかった 0（0％）

【進捗が不十分であった理由14％（6取組）の内訳】

①新型コロナウイルス拡大による事業自粛等 4（67％）
②規程整備・計画立案まで至らなかった 2（33％）

「新大田区外郭団体等改革プラン」総括・評価について
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団体名 所管課 取組

大田区文化振興協会 文化振興課 6

大田区スポーツ協会 スポーツ推進課 6

大田区産業振興協会 産業振興課 6

大田区社会福祉協議会 福祉管理課 6

大田区シルバー人材センター 高齢福祉課 9

池上長寿園 介護保険課 5

大田幸陽会 障害福祉課 5

達成度

取組みを進めることができた

86%

取組みを行った

が、進捗が不十

分であった

14%

取組みに着手す

ることができな

かった

0%



（３）区の外郭団体等における共通の検討課題に対する総括評価

ア 区と外郭団体等の役割の明確化

イ 外郭団体等の経営の効率化・自立化の推進

「新大田区外郭団体等改革プラン」総括・評価について
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区が策定した当該分野のプランの中で、区は施策全体の方向性の決定や制度設計を行い、
団体は具体的な事業を実施するという役割を明確化した。団体は、区のプランを踏まえ個別
に策定した事業計画等に基づき、事業を着実に推進した。
一方、新型コロナウイルス感染症が拡大する中、緊急的な対策を優先する必要があったこ
となどから、プランの策定・役割分担の整理に至らない部分もあった。

新型コロナウイルス感染症拡大により、各団体の経営状況は大きな影響を受けた。
このような社会環境の急激な変化の中においても、各団体における創意工夫により、経営
の効率化・自立化が進められた。主な事例として、大田区産業振興協会では、コーポレート
ガバナンスを強化するため、協会のすべての業務について業務手順書を作成し、適正な業務
実施のベースを整える等、経営の効率化に取り組んだ。大田幸陽会については、補助対象事
業を先駆的取組にするなど、区からの補助金の見直しを行ったほか、経営改革プランに基づ
くＩＣＴ化により業務の効率化を進めた。



（４）本プランの総括・検証についての外部有識者意見

ウ 人材の確保と育成

外郭団体等は、今後の厳しい財政状況や社会変化に対応した自治体行政改革を進め、区
民への一層の充実した公共サービス提供を進める上で、重要な役割を果たしている。本プ
ランが試みた外郭団体等が置かれている現状についての総括・検証、それをふまえた今後
の外郭団体等のあり方を展望する試みは、時宜にかなった重要な取組みである。本プラン
の総括・検証にあたり各外郭団体等から提出された総括シートを見ると、新型コロナ禍の
下での厳しい環境の中で、それぞれが抱えている課題に適切に対応し、区民サービス向上
に向けた努力がなされていることがわかる。各団体はそれぞれ異なる特性をもち、課題も
多様であるが、共通する論点として、団体独自の人材育成や外部評価、団体のガバナンス
のあり方があり、区がそれらについてどの程度の公的関与をしていくべきかという課題も
ある。それは団体の自立性や独自のガバナンスのあり方にかかわる問題でもあり、区と外
郭団体等の基本的な関係のあり方を検討し、外郭団体等の位置付けを考えていく必要があ
る。

「新大田区外郭団体等改革プラン」総括・評価について
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区と外郭団等双方が連携しながら人材の確保と人材の育成を進めてきた。主な事例として
は、大田区社会福祉協議会では、一人一人の職員が福祉の専門性を発揮できるよう、研修体
系を構築し、階層別研修や福祉専門研修を進めていく中で、職員が積極的に資格取得を目指
すなど、人材育成の効果が見られた。また、区と団体で継続して人事交流を行うことで、双
方の視点に立ち改革していく意識が深まった。池上長寿園では、区内事業者全体の人材育成
とサービスの底上げを図るため、区内の他の法人や事業者と協力しながら、先導的な立場で
研修や人材交流を実施した。
一方、固有職員の採用等の体制づくり強化には至らず、今後の課題とした事例もあった。



「新大田区外郭団体等改革プラン」　総括シート（平成29年度～令和３年度）　

所管課
スポーツ・文化・国際都市部

文化振興課

代表者 理事長　津村　正純

設立年月日 昭和62年７月

団体

区

団体

330,000,000
区出えん
比率

66.7%

区 １

〇区民プラザ等の３施設で順次特定天井耐震化
工事が予定されており、合わせて実施する改修
工事や施設の供用停止について調整を行う。
〇築年数が古い施設を中心に老朽化が進んでい
る。

〇特定天井耐震化工事の実施を通じて安全性を
高めつつ、必要な機能更新を図っていく。
〇老朽化している施設について、必要な工事や
費用等を勘案しながら、文化施設としてのあり
方を検討していく。

団体 １

〇大田区民ホールに続き、大田区民プラザ・大
田文化の森等協会施設でのトイレのオストメイ
ト対応など多様な利用者の利便性向上が課題で
ある。
〇新型コロナ感染予防の観点を含め、文化芸術
の発信機能を高めるため、現在取り組んでいる
動画配信やライブ配信などをさらに強化する必
要がある。
〇新型コロナ感染拡大防止のための施設利用制
限緩和により、室場の収容人数が多くなった際
の換気対策及び、検温・消毒への対応を適切に
行う必要がある。

〇特定天井耐震化工事と一体となって、老朽化
した施設の補修などを進め、ユニバーサルデザ
イン化など区民の課題に沿った施設改善を進め
る。
〇専門家による技術指導・助言を賜りながら、
引き続き新型コロナ感染拡大防止に努めてい
く。

② 区 １
〇区と協会がより一体となり、文化振興に資す
る人材として求められる能力を定め、引き続き
育成していく必要がある。

〇求められる人材像を明確にし、区と協会で共
有した上で、連携しながら人材育成や研修につ
いて計画し、実施していく。

【事務事業】（人材）
〇事業実施に必要な人材の確保
　事務能力の向上
　学芸員のスキルアップ
　文化の担い手育成
〇来館者に対し、展示等を常時説明できる
体制づくり

改革事項の検証

あるべき姿

区

果たすべき
役割

○文化政策を立案し、文化振興を推進していくための支援体制を構築する。
○区民文化のコーディネーター役として、文化人材の育成、施設整備を行い、文化活動がしやすい環境づくりを行っている。
そして、協会への助言や指導監督を通じて、協会を発展させ、共に大田区文化の受発信機能を高めている。

○長年文化を担ってきた強みやノウハウを活用し、大田区独自の文化芸術の振興を図り、地域の活性化と魅力ある文化のまち
づくりに寄与している。
○施設の管理者として、魅力あるサービスを提供し、区民・利用者の満足を向上させている。

○「大田区の文化」を定義し、文化の実施主体の役割を明確にすること
○協会及び文化団体が活動しやすい環境を整えていくこと
○文化の担い手を育成し、担い手同士を繋げていくこと
○大田区独自の文化を内外に発信していくこと

○文化振興に大きな役割を果たすことを使命とし、区とともに区の文化施設を拠点として活動すること
○文化の担い手として、専門スキルを発揮し、大田区独自の事業を実施し、地域を盛り上げていくこと
○区民ニーズに応えた事業を実施すること

【施設整備】（施設）
○区が、施設の現状・課題、活動内容等を
把握
○施設整備及び設備機能の充実

○施設の魅力向上のため、特にトイレやWi-Fi環境につ
いて、早期に改善提案し、利用者本位の施設整備及び設
備機能の充実を図る。

○区職員が定期的に現地に赴き、区の視点で施設の現状
を把握し、問題点はその場で改善指導する。
○中長期の課題については、管理者が一堂に会する定例
会を通じて解決に向けた提案を互いに行い、実施・改善
していく。

〇業務報告書や定例会、その都度の報告等
により、施設の管理や整備状況を把握でき
ている。

〇大田区民ホール・大田区民プラザ・大田
文化の森について、年度別の計画に基づ
き、トイレの洋式化及び、Wi-Fi設置に取
り組み、整備を進めた。
〇換気状況調査結果を各館と共有し、新型
コロナ感染防止対策に活用するとともに、
換気が気になる室場では、サーキュレー
ターを設置するなど、感染防止に努めるこ
とにより、区民が安心して利用できる環境
を整えた。

〇合同研修等の機会は限られるものの、博
物館・記念館の連携事業や補助事業への関
与等を通じ、文化振興に関する区職員のス
キル向上に寄与している。

〇大田区民ホール・大田区民プラザ・大田文化の森は、区の文
化芸術の本格的拠点施設として施設整備と機能の充実を図って
いる。大田区民ホールでは竣工時からトイレは洋式化されてい
たが、大田区民プラザ・大田文化の森では平成29年度よりトイ
レの洋式化に取り組み、平成30年度に大田区民プラザ、令和２
年度に大田文化の森が完了した。Wi-Fiについては、３館とも令
和２年度までに整備を行い、施設の魅力向上を図った。
〇大田区民ホールは特定天井耐震化改修その他工事の中でトイ
レのオストメイト対応を図っている。
〇大学研究機関と連携し、大田区民ホール・大田区民プラザ・
大田文化の森各施設におけるホール内の換気状況の調査を行
い、調査結果を協会ホームページに公開した。

今後の方向性今後の課題等
課　　　　題

改　　　革　　　事　　　項
取組状況 達成度

〇毎月、業務報告書の提出を受けるほか、各館の管理者が一堂
に介する定例会を開催し、情報共有や課題解決を図っている。
〇上記のほか、必要に応じて個別に事前相談や報告を受け、現
場確認を要するものは訪問し、その場で改善指導できるものは
伝えている。

〇新規採用・転入職員と協会への新規派遣職員が部の合同研修
に参加している。
〇毎月の区と協会の定例会において、取組み状況を共有し、相
互の業務理解や連携強化に努めている。
〇協会が中期事業計画で掲げる「文化をはぐくむ人材を支援」
関連事業について広報や予算確保の観点から連携している。

取　組　内　容

①

○協会職員と協力しあい、互いに職務能力を高めてい
く。
○区学芸員と協会学芸員の合同研修等を企画し、地域や
各記念館でその専門スキルを一層発揮できる環境を整備
する。
○協会から人材計画を区へ提出してもらい、区と一体と
なって文化の担い手の確保・育成を行う。

設立からの
経緯

○昭和62年７月に、大田区100％出資により創立
○平成18年に指定管理を受託（大田区民プラザ、
大田区民ホール、大田文化の森、大田区立熊谷恒
子記念館、大田区立龍子記念館）
○平成22年に４月１日に公益財団法人大田区文化
振興協会に移行

団体名 公益財団法人　大田区文化振興協会

220,000,000

大田区下丸子３-１-３（大田区民プラザ内）所在地

設立目的
(定款上）

大田区における文化芸術の振興を図り、もって地域の活性化と魅力ある文化のまちづくりに寄与する
ことを目的とする。

基本財産等 区出えん金

１　文化芸術の振興に資する公演及び展示等の実施に関する事業
２　文化芸術活動の支援、協働及び育成に関する事業
３　文化芸術資源の調査、収集、保存及び活用に関する事業
４　文化芸術の活性化を図るための情報収集と発信に関する事業
５　文化芸術の拠点施設の管理運営に関する事業
６　その他この法人の目的を達成するために必要な事業

事業内容
（定款上）

5 



改革事項の検証 今後の方向性今後の課題等
課　　　　題

改　　　革　　　事　　　項
取組状況 達成度

取　組　内　容

③ 区 ２

〇当面は新型コロナ及び特定天井耐震化工事の
影響により、施設利用に制限が生じるところで
あるが、その後の利用促進を図る取組みを行う
こと。

〇特定天井耐震化工事について、安全面を最優
先に着実に実施しつつ、区民に大きな影響が及
ばないようなスケジュール管理を行うととも
に、その後の利用促進を図る。
〇広報面での連携を図る。

②

【経営基盤】（財政）
○協会の安定収入確保と自主事業拡大
○施設の利用率向上

〇区と協会の定例会を毎月１回実施し、情報共有を図ってい
る。
〇区管轄施設との打合せを開催し、回遊性向上の取組みを実施
している。
○協会独自の研修（全職員参加）を計画し、職員のスキルとモ
チベーションの向上に努め、専門性をさらに向上させ、区と協
会の協力体制強化の向上を図っている。
〇令和２年度は、業務改善を目指して職員提案制度の研修を行
い、令和３年度は新型コロナ対応として、全職員を対象にオン
ライン研修を行った。
〇大田区民ホールフロント職員１名を資質向上、専門性の活
用、区政の重要課題解決に資するため、区・郷土博物館に行政
実務研修生として派遣する協定を区と令和４年３月に締結し
た。(令和４年４月１日から令和５年１月31日まで)
〇令和元年度から５年度までの「協会中期事業計画」（５年
間）を策定し、区が策定した「大田区文化振興プラン」と連
携・協力し、文化振興を推進する上での考え方、進むべき方向
性、推進施策等が共通認識されている。
〇龍子記念館では、龍子公園の案内を区民ボランティアが担
い、建築物や庭にまつわるエピソードや川端龍子の人柄を詳し
く紹介している。
〇外国語案内ボランティア講座実施に伴う受講生を募集し、新
型コロナ感染症の状況を踏まえ日程調整し実施する。
〇龍子記念館では、令和３年度、区内で事業を営む現代アート
コレクターとのコラボレーション展示を実施し、若い層の来館
者増に繋がった。
○熊谷恒子記念館では、区内で文化芸術活動を行っている方と
コラボレーション展示を展示会ごとに実施した。
〇学芸員が各記念館の研究の成果を区民に伝えるため、「ギャ
ラリートーク（月１回）」、「記念館講座（全４回）」を実施
した。また、学芸員を地域団体や図書館等が催す講演会や勉強
会に講師として派遣し、地域との連携を図った。また、夏休み
に小・中学生向けギャラリートーク（全４回）を実施した。
〇東京国立近代美術館主催研修に参加した。
○新型コロナ感染拡大防止による外出自粛、生活様式の多様化
を踏まえ、展示会や事業内容を映像化し、協会YouTubeでの発信
強化を行った。また、作品解説の二次元コード化を実施し、ス
マホ等での視聴を可能にした。
〇文化の担い手育成として、区民記者の委嘱や、TOKYO OTA
OPERA PROJECT・おおた和の祭典・OTAアートプロジェクト・美
術館コンサートなど、地域で文化芸術活動を行う団体・個人の
育成、活用を行っている。

○今後も、研修等を通じて協会職員の専門能力
のスキルアップとモチベーション向上を継続し
ていくことが必要である。加えて、職員配置を
定期的に見直し（異動等）、専門性に加えて職
員の総合的な能力向上を図っていく必要があ
る。また、協会のガバナンスの強化を図ってい
くことが重要課題である。
〇今後区等に派遣する職員に、定期的に研修状
況を確認する。
〇入館者増及び幅広い年齢層にイベント情報等
の周知を図るための広報戦略を強化していく必
要がある。
〇東京2020大会後のレガシーとして、国籍や障
がいの有無によらず誰もが公演や展示に参加で
きる環境整備や大田区外への情報発信、広報媒
体の多言語化、区関係部局との連携等を進める
必要がある。
〇回遊性をさらに向上させるため、区の博物館
や記念館等の文化施設との連携を強化する必要
がある。
〇特別展や企画展の内容充実を図るため、他の
美術館との連携強化を積極的に図って行く必要
がある。
○コロナ禍での外出自粛、また、生活様式の多
様化を踏まえ、文化・芸術振興を推進するた
め、動画配信など、新たな事業展開を研究し、
さらに進めるための発信ツールなどの情報収集
やスキルを身につけていく必要がある。
○文化の担い手育成は、文化活動のコーディ
ネーターの必要性も含め重要な課題であり、区
民参加の視点や各種事業を通じた不断の育成が
必要である。

【全体】
○協会のガバナンス強化のため研修会は、外部
講師研修３回…管理者研修、職層別研修、全体
研修（コンプライアンス、問題解決、コミュニ
ケーションスキル等）、内部講師研修２回…新
任・新規派遣者研修、全職員研修(中期事業計
画・情報セキュリティ等）、全国公益法人研
修、公立文化施設研修（テーマに応じて必要な
職員が参加）等、職位・職層・専門分野に応じ
て実施する。
〇職員提案制度研修での業務改善内容を検討
し、適宜具体化に向けた取組みを行う。
〇派遣やオンライン等の研修の効果測定を行
い、取組みを進める。
〇区の人事異動に伴い、適材適所に区派遣職員
の異動・配置を行った。現行の研修派遣の効果
を検証し、派遣先や職務内容を検討し、協会職
員の区への研修派遣についてさらに取り組んで
いく。
〇中期事業計画を着実に進めていくため、定期
的な定例会を有効活用して区との協力体制を強
化していく。
〇劇場に自ら出かける事ができない方々にも文
化芸術に触れる機会を創るため、学校や福祉施
設へのアウトリーチ事業に取り組んでいく。
〇協会が自ら企画制作を行う事業では、より多
くの方にご覧いただくため、劇場での鑑賞・参
加と合わせて、ライブやオンデマンド収録など
の動画配信にも取り組んでいく。
〇文化の担い手育成・広報戦略の強化・オリパ
ラレガシーの確保・動画配信などの新事業
・TOKYO OTA OPERA PROJECTやおおた和の祭典な
どの区民参加事業や、OTAアートプロジェクトな
どの地域連携事業の立案・実施を通じて、人材
育成を進める。あわせて、文化団体との連携・
協働を通じ、文化活動におけるコーディネー
ター育成・確保にも取り組む。
・入館者増及び幅広い年齢層獲得のため、地域
美術団体等との連携を強化し、日本画に限らず
洋画や現代アート作品の展示を計画的に実施し
ていく。また、展示会の様子、作品解説などを
映像化し、協会SNSやその他の広報媒体を有効活
用し発信していく。
・記念館事業においては、外国の方が来館した
ときに対応できるようにするため、「英会話で
の龍子公園案内ボランティア講座」を実施し、
実際の公園案内にボランティア参加を目指す。
また、こども達を対象としたワークショップな
どに取り組む。
【記念館等】
〇学芸員のスキルアップ
・普段の研究の成果を企画内容に活かした、龍
子記念館特別展や熊谷恒子記念館企画展を実施
する。
・「ギャラリートーク」、「記念館講座」の実
施、「記念館ノート」の作成及び地域団体や図
書館等が催す講演会や勉強会に学芸員を派遣す
る。
・専門研修及び協会実施研修の受講、国立図書
館等への資料調査等を実施する。

〇令和元年度に策定された大田区文化振興
プラン（令和元年度～５年度）と連携した
文化振興協会中期事業計画（令和元年度～
５年度）を基に連携を強め、互いの職務能
力を高めていく中で評価・検証していく。
○今後も、研修等を通じて協会職員の専門
能力のスキルアップとモチベーション向上
を継続していくことが課題である。加え
て、区との協力体制強化のためにも協会の
総合力向上のため、職員配置を定期的に見
直し（異動等）、専門性に加えて職員の総
合的な能力向上を図り区との連携をスムー
ズに行う必要がある。
〇区民ボランティアが龍子公園のガイドを
担うことで、来館者の満足度だけでなく、
ボランティア自身の地域活動への理解や生
きがいの向上につながっている。また、地
域団体に所属するボランティアと連携する
ことで、記念館や地域団体に関する情報発
信にもつながっている。
〇運営する記念館の１年間の入館者数
【龍子記念館】
・平成29年度14,220人※特別展開催、平成
30年度13,311人、令和元年度11,069人※特
別展開催、令和２年度5,761人、令和３年
度14,402人※地域連携企画として、現代
アートとの展示会開催により、幅広い年齢
層を獲得し、過去最高の入場者数を実現し
た。
【熊谷恒子記念館】
・平成29年度3,395人、平成30年度3,622
人、令和元年度3,395人、令和２年度1,205
人、令和３年度975人※10月15日から施設
改修工事により臨時休館
【山王草堂記念館】
・平成29年度3,120人※トイレ改修４か月
休館、平成30年度7,535人、令和元年度
7,188人、令和２年度6,925人、令和３年度
10,028人
※各記念館は、令和２年度４・５月、令和
３年度５月、新型コロナ感染拡大防止のた
め臨時休館
○文化の担い手育成については、当初の課
題を踏まえ、協会として中期事業計画にも
位置付け、積極的に取り組んでいる。

１

○区職員と協力しあい、互いに職務能力を高めていく。
○記念館等におけるガイド役については、地域の団体や
ボランティアの協力を得ながら、来館者とガイド役の双
方にメリットのある仕組みを構築する。

○協会の貸館業務においては、区と協会で協力し、現在
の利用状況を詳細に分析し、特に、利用率の低い時間帯
における対策を施す。
○現場の状況を正確に把握し、協会のノウハウやスキル
を活かせる環境を整備する。

〇令和２年度以降は新型コロナの影響によ
り、貸館及び公演等の事業は大幅な制約を
受け、利用率に影響を与えている。利用率
向上については協会において課題として検
討したが、感染防止対策優先のため、その
後区を含めて協議を進め、具体的な対策を
講じることが困難であった。
〇感染防止対策ガイドラインなど、協会が
指定管理者として利用率向上に向けた取組
みを行うための情報提供を行っている。
〇シティプロモーションサイト「ユニーク
おおた」の所管課から協会へサイト更新Ｉ
Ｄを付与し、月２回ほど協会事業の掲載を
行っているほか、区の広報担当を通じて年
間20～30件のプレスリリースを実施し、情
報発信力の強化につながった。

団体

【事務事業】（人材）
〇事業実施に必要な人材の確保
　事務能力の向上
　学芸員のスキルアップ
　文化の担い手育成
〇来館者に対し、展示等を常時説明できる
体制づくり

〇月次の業務報告書により、各施設の室場ごとの利用率を含め
た利用状況の把握に努めた。
〇施設の利用率向上に資するよう、利用者から要望の高かった
エリアにおけるWi-Fi設置による通信環境の改善や、階段照明や
防犯・監視カメラ設置による安全性の向上、その他照明のＬＥ
Ｄ化やトイレの洋式化等、必要な設備更新や機能の追加につい
て、予算措置を行った。
〇区のシティプロモーションサイトへの掲載やプレスリリース
など、広報面での連携を図っている。
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改革事項の検証 今後の方向性今後の課題等
課　　　　題

改　　　革　　　事　　　項
取組状況 達成度

取　組　内　容

③ 団体 １

〇新型コロナ感染拡大の状況により、区民文化
活動団体の中には、従前どおりの活動が困難に
なっている団体があり、適切なサポートが求め
られている。
〇協会が長年実施しているらくご倶楽部、JAZZ
倶楽部、大田区民ホールでのオーケストラ公演
など、鑑賞事業の多くは60代以上の熟年層が多
数を占めている。一方、夏休みに大田区民ホー
ルで実施してきたアマチュア音楽祭、３月に大
田区民プラザで開催するおおた和の祭典では、
乳幼児を含むファミリー層が来場の中心となっ
ている。今後は若年層や勤労世代にも参加来場
いただくための情報発信及び企画内容の検討が
求められている。

○協会として、区民文化活動団体に感染防止対
策等の情報提供や状況に応じたサポートを行う
ことで、事業の継続や利用率の向上につなげ
る。
〇新型コロナ感染症と共存しつつ、文化振興を
維持・継続するため、オンラインを活用するな
ど新たな事業にも取り組んでいく。
〇広報紙等の紙媒体での情報発信だけでなく、
メールマガジンやLINE等のSNSなどデジタル広報
も活用することで、若年層及び勤労世代への情
報発信につなげていくとともにコスト削減を図
る。

所管課によ
る自己評価

所管課に
よる団体
評価

※達成度・・・１：取組みを進めることができた　　２：取組みを行ったが、進捗が不十分であった　　３：取組みに着手することができなかった

【経営基盤】（財政）
○協会の安定収入確保と自主事業拡大
○施設の利用率向上

 協会の原点でもある大田区民プラザは、平成29年度、落語やジャズなどの取組みで文化による新し
い絆の育成を支援してきたことにより地域創造大賞（総務大臣賞）を受賞した。協会は、29年度から
令和３年度までの間、これまでの事業を発展させ、中学校の課外活動支援という視点で29年度に開始
した大田区JHSウィンドオーケストラや地域に根付くオペラ文化を振興すべく令和元年度に開始した
TOKYO OTA OPERA PROJECT、現代アートをまちづくりに活かそうと令和２年度から開始したOTAアート
プロジェクト「マチニエヲカク」など意欲的な新規事業に取り組んできた。
　そのさなか、新型コロナ感染拡大という未曽有の事態に対して、指定管理者として感染防止ガイド
ラインを策定し、サーキュレーターやCO2測定器の導入などきめ細かな感染対策を適切に講じなが
ら、新しい生活様式をめざして他自治体に先駆けライブ配信や動画コンテンツの製作を進め、先駆的
とも言える映像演劇祭の開催など新たな文化発信を開拓してきた。また、大学研究機関と連携し、各
施設のホールや龍子記念館の換気状況調査を行い、利用者の安心感を高め、各施設の利用制限の緩和
に即して利用率の向上に努めた。
  また、協会は令和元年に中期事業計画を策定し、区の文化振興プランと連携しながら文化振興に取
り組んできた。協会独自研修の実施や区職員との情報受発信などを通じ、協会職員のガバナンス・広
報戦略などの能力向上・人材育成を図り、職員一人ひとりのレベルアップが組織的対応力の増進につ
ながるよう協会の事務事業執行力の強化に努めた。
　記念館においては、令和３年度のコラボ展の開催など、龍子記念館・熊谷恒子記念館いずれも所蔵
作品と地域の現代アートコレクションや人材との協働による新たな魅力の創出に努めた。こうした成
果として、龍子記念館はコロナ禍でどの美術館も来館者数が減となるなか、過去最高の14,402人の来
館者があった。
　文化情報の発信においては、従来から取組んでいたホームページや協会情報誌Art Menuの充実に加
えて、令和元年度には区民参画型の文化芸術情報紙としてART bee HIVEを創刊し、年４回の発行を実
現した。翌２年度にはART bee HIVE TVも制作し、CATVのみならず東急電車内での発信も開始し、３
年度には情報紙の公式キャラクターを制作するなど区民に対して多角的な広報に取り組んだ。
　以上の取組みを通じ、区民ニーズに応えた事業を実施し、特にコロナ禍においても区民が多様な文
化を感じ、はぐくみ、文化芸術活動を活かす機会が大きく損なわれることないよう貢献できたと認識
している。

　区は、平成31年３月に新たな「大田区文化振興プラン」を策定し、「文化を愛し育み創造
する、にぎわいのあるまち大田区～地域力を活かした多様な文化とのふれあい～」をまちの
将来像として、様々な取組みを実施している。その中で、文化創造発信の「場」となるホー
ル系文化施設、各記念館のハード面の充実や適切な維持管理は重要な課題と捉えており、耐
震化やバリアフリー化、通信環境の整備等について大田区文化振興協会の意見も踏まえなが
ら必要な予算措置を行い、計画的に対応しているところである。今後も、ユーザーの視点を
大切にしつつ、時代に即した施設の更新を行っていく。
　また、人材育成や大田区文化振興協会の経営基盤の面については、新型コロナ感染拡大の
影響を受け、いまだ多くの制約が生じている。そのような環境においても、引き続き創意工
夫をこらしながら、人材交流や情報発信等において連携を強化し、相乗効果が生じるような
取組みを推進していく。

〇公演毎に実施するアンケートに加えて、
情報紙やホームページで二次元コードを用
いたお客様アンケートを新たに行い、クロ
ス集計・分析を行った。集計結果はPDCAサ
イクルを活用して総括を行い、今後の事業
運営に役立てている。
〇令和３年度の事業数
・文化芸術の振興に資する公演事業
  実施回数42回　参加者11,651名　視聴回
数2,035回
・文化芸術の振興に資する展示事業
  実施回数５回　参加者442名、視聴回数
580回
・文化芸術の振興に資する普及事業
　実施回数16回　参加者2,754名　視聴回
数533回
〇文化芸術の活性化を図るのための情報収
集と発信に関する事業
・文化情報誌「Art　Menu」/６回69,500部
・大田区文化芸術情報誌「ART bee HIVE」
/４回480,000部
・『ART bee HIVE TV』放映/４回
・OTAアートミーティング/１回

　大田区文化振興協会は、「大田区文化振興プラン」を推進するうえで最も重要な役割を担う専門
機関である。これまで永きにわたって区民のために様々な事業を行い、ホール系文化施設・記念館
の指定管理者としてもその適正な維持管理及び有効活用に重要な役割を果たしている。コーディ
ネート能力を有する専門職員は、多くのアーティストや関係団体、地域と連携しながら多様な事業
を実施し、地域文化ネットワークのハブとして機能している。
　また、人材育成や情報発信にも積極的に取組んでいる。コロナ禍においては様々な制約がある中
で、感染拡大防止対策を講じつつ事業の継続、再開に努めるとともに、オンライン配信などＩＣＴ
を活用した新たな文化発信の手法にも積極的に取り組んでいる。
　今後も、文化振興における区の重要なパートナーとして、経営基盤の強化を図りつつ、区民ニー
ズや社会環境の変化に即した取組みを期待する。

○区の事業の受託の他、自主事業を拡大し、これまで
培ってきた経験を活かせる分野を伸ばし、区民に還元し
ていく。

〇自主事業については、平成29年に文化芸術振興基本法が文化
芸術基本法に改正され、文化芸術の領域が教育、福祉、まちづ
くりへと広がったことを受け、教育委員会との共催による中学
校課外活動支援事業「大田区JHSウインドオーケストラ」や、大
田区の文化芸術に関わるヒト・コト・モノを文化資源として紹
介する「OTAアートプロジェクト」など、自主事業の領域を拡大
した。コロナ禍においては、多くのイベントが中止となる中、
必要な感染防止策を講じながら、大田区民プラザ定期公演、オ
ペラガラコンサート、大田区在住作家美術展などの事業を概ね
計画どおり実施したほか、おおた和の祭典や馬込文士村空想演
劇祭では、ライブ動画配信や、動画コンテンツの制作を行うこ
とで、さまざまな事情で劇場に出かけることができない方にも
文化芸術を届けることに注力した。
〇大田区にまつわる文化人・歴史などの文化資源を、未来に向
けて新たに共創するアートプロジェクトとして、馬込文士村を
テーマにした映像演劇祭や、大田区の公共空間にアート作品を
展示する「マチニエヲカク」など、大田区の新しい文化芸術振
興事業にも取り組んだ。

団体による
自己評価
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「新大田区外郭団体等改革プラン」　総括シート（平成29年度～令和３年度）

所管課
スポーツ・文化・国際都市部

スポーツ推進課

代表者 理事長　萩　裕美子

設立年月日
昭和23年３月

昭和59年１月(区出えん）

団体

区

団体

200,000,000
区出えん
比率

50.0%

区 １

○区民のスポーツ継続実施には、各種スポーツ
協会・連盟等の加盟団体との協力が必要と考え
られ、全体をマネージメントする役割が協会に
求められる中、対応しうる組織づくりが必要で
ある。
○区は施策を事業設計する中で、協会が担うべ
き業務内容や業務量を精査し、適切な組織体制
や人員数を検討する必要がある。

○区と協会間で連絡会を継続実施し、施策立案
と事業実施について認識共有を密にし、協会の
組織体制づくり、固有職員雇用についても助
言、支援していく。
○区がスポーツ施策を事業設計する中で、協会
の具体的な役割と業務も考慮し、適切な組織体
制・人員数も検討していく。その間は、職員の
派遣について人事所管と調整していくが、固有
職員の雇用についても並行して促していく。

団体 ２

○現中期実施計画は令和５年度を年限としてお
り、次期中期実施計画の策定に取り組んでいく
が、スポーツ推進計画の延長が決定されている
状況において、次期中期実施計画が区の方針と
齟齬が生じないよう対応する必要がある。
○増加する業務量、多様化・高度化する事業内
容に対応するには、現体制では厳しい状況であ
り、的確に対応できる人材の確保が求められ
る。

○次期中期実施計画の策定にあたっては、現計
画の効果検証を踏まえ、国の「第３期スポーツ
計画」を参考にし、区と連絡を密にしながら進
めていく。
○プロパー職員の採用に向け、他の外郭団体等
の例を参考にしながら、計画・募集・採用試
験・研修・必要な規程の整備など、各事項につ
いて調整していく。

② 区 １

○スポーツを通じて地域課題の解決を目指すた
め、庁内検討会で抽出した健康ポイント事業や
各教室の参加促進、また、公園施設の利用促進
等の課題が現事業の実施で解決に繋がっている
かを検証する必要がある。
○区からの受託事業や協会の自主事業等に参加
された区民が、継続的にスポーツに取り組むよ
う、地域スポーツクラブあるいは各スポーツ連
盟と連携を進めていく必要がある。

○新型コロナウイルス感染症により社会状況が
大きく変化し、新たな区民の心身の健康保持や
スポーツを核にした地域における交流等の課題
が想定される中、その解決に向けたスポーツ施
策と事業設計に取り組んでいく。
○区、協会の各事業について目的や効果の観点
で整理・再編に取り組むとともに、区民のス
ポーツの継続実施に向けた受け皿づくりについ
て協会と連携し整備していく。

○スポーツ推進計画の策定後、実現に向けた庁内検討会を毎年
開催し、『生涯スポーツと健康増進』『障がい者や高齢者のス
ポーツの推進』『スポーツと産業・観光』をテーマに課題抽
出、意見交換を行った。
○既に協会へ委託していた事業に加え、平成30年度より障がい
者スポーツ教室事業やＯＴＡウォーキング事業等も委託を図る
とともに、令和２年度には委託事業の小･中学生スポーツ教室と
成人スポーツ教室を協会の自主事業に統合し、廃止した。

○庁内検討会を通じ、スポーツ推進計画の
全庁的な認知とともに各所管の抱える健康
ポイント事業や各教室の参加促進、また、
公園施設の利用促進等の課題の抽出ができ
た。
○協会への委託事業が増えたことで、新ス
ポーツ健康ゾーン活性化事業やスポーツ広
報事業など区民のスポーツの継続実施に向
けた新たなスポーツ施策に取り組むことが
できた。

【生涯スポーツへの取組み】
子どもから高齢者まで、健常者も障がい者
も、誰もが身近で気軽に継続的にスポーツ
に触れ合うことができる環境づくりを推進
し、スポーツを通じた地域づくりや健康づ
くりに取り組んでいく。

①

【区と協会との役割分担の明確化】
区は、スポーツ施策全体の制度設計を行
い、協会は施策を具現化し、事業を展開す
る。

○役割分担明確化に伴う組織づくり
　・役割分担を踏まえ、新しい取組みに対応でき
   る人員や組織などの体制を協会と検討
○定期的な意見・情報交換の打合せ実施
　・認識の共有化、相互理解の深度化

○区としてのスポーツ推進計画の策定
　・既存事業の見直し
　・スポーツ指導者養成の充実
　・高齢者対象事業の充実
○協会への事業委託促進の検討

○「大田区スポーツ推進計画（改定版）」(以下「スポーツ推進
計画」という。)において明確化した区と協会の役割分担を踏ま
え、スポーツ施策の実施主体として協会が担う事業が増えてい
く現状において、人員確保について協会と連携した。
○区と協会間で係長職以上をメンバーに連絡会を開催し、施策
の方針や事業の進捗状況等について認識共有と意見交換を行っ
た。

○平成31年度より協会へは、固有職員の退
職に伴い、派遣職員が７名から８名に増員
され、区の委託事業は安定して実施され
た。
○区の施策方針とその具現化において協会
の具体的な動きについて相互理解を深め
た。

○役割明確化に伴う組織機能の充実
　・事業運営、施設管理運営を実施する体制
　づくりの強化

○スポーツ推進計画を受け、令和元年に策定した「大田区ス
ポーツ協会中期実施計画」（以下「中期実施計画」という。）
に従い事業を進め、ＰＤＣＡによる事業効果の分析、事業見直
しを図った。
○役割明確化を鑑み、事業執行体制の構築を図るため、適切な
人材配置について区と協議を進めるとともに、一方でプロパー
職員の採用について検討を進めた。

○中期実施計画に沿って事業を実施、令和
２年度、３年度は新型コロナウイルスの影
響により多くの事業が中止となるなど、そ
の影響を大きく受けた。その中にあって、
ＰＤＣＡによる効果分析を行い、区受託事
業（初心者スポーツ教室や障がい者スポー
ツ教室等）について、区と見直しを進め、
事業統合と再構築を行った。
○定年前職員の派遣が開始されたが、職員
数は全体として増加しなかった。プロパー
の採用を進めたが、規程の整備が追いつか
ず、事業の実施等に当たってはアルバイト
等で対応した。

○競技スポーツ、生涯スポーツ、健康づくり、みるスポーツなど区のスポーツ全般を担い、事業の実施主体としての施策の推
進役である。
○スポーツ資源（人・団体）のコーディネーターである。
○自主性・自立性・専門性を持った質の高いサービスを提供する。
○競技スポーツと生涯スポーツの両面のバランスよい担い手である。
○区の施策に呼応し、施設の安全管理や充実、多様化する区民ニーズへの的確な対応を可能にする組織である。

基本財産等 区出えん金 100,000,000

改　　　革　　　事　　　項
取組状況 改革事項の検証 達成度 今後の課題等 今後の方向性

課　　　　題 取　組　内　容

団体名 公益財団法人　大田区スポーツ協会

あるべき姿

区

スポーツ基本法の理念に沿い、区がスポーツ推進施策の制度設計を行い、スポーツ推進の舵取りを担う。このためには区とし
てのスポーツ推進計画を策定し、協会をはじめ関係団体との連携・協力を深める事業を推進するようにする。また地域スポー
ツ推進の担い手として、区のスポーツ施設を管理・運営するに相応しい協会の体制を構築し、協会を通じて事業展開をして、
地域スポーツ推進を図る。

所在地 大田区大森本町２-２-５（大森スポーツセンター内）

設立目的
(定款上）

大田区における、スポーツ及びレクリエーションの普及・振興を図り、区民の心身の健全な発達と明
るく豊かな地域社会の形成に寄与することを目的とする。

設立からの
経緯

○昭和23年３月に大田区体育会として加盟7団体
で発足
○昭和44年４月に加盟26団体となり、名称を大田
区体育協会へ変更
○昭和59年に地域の貢献度、活動状況、公益性、
今後の継続性等が評価され、区が３千万円を出え
んし、財団法人大田区体育協会へ移行
○平成８年に大森スポーツセンターの管理運営を
行うため、区は更に７千万円を出えんし、区の出
資比率を50％にし、区の出えん金総額は１億円と
なった
○平成18年に指定管理を受託（大森スポーツセン
ター、大田スタジアム、旧大田区体育館）
○平成25年に４月１日に公益財団法人大田区体育
協会に移行
○平成元年５月１日付けで、名称を大田区スポー
ツ協会に変更し、現在52の加盟団体を擁する都内
最大規模の組織

区が施策を推進するために補完機能を有し、区のスポーツ施策を着実に実施していく担い手であり、施策の推進役として事業
を展開していく役割を担っている。地域スポーツ推進のためには、協会は区と連携・協力した事業運営を行うとともに、事業
を展開する施設の管理運営を実施する体制づくりを強化することが重要である。

事業内容
（定款上）

１　スポーツ、レクリエーションの推進及び健康増進のための事業
２　スポーツ、レクリエーションに関する普及啓発及び顕彰に関する事業
３　スポーツ、レクリエーションの指導者及び団体の育成に関する事業
４　スポーツ、レクリエーションに関する各種教室及び大会の開催
５　大田区から受託する区立スポーツ施設の管理運営に関する事業
６　その他この法人の目的を達成するために必要な事業

果たすべき
役割

○区のスポーツ推進の舵取り役であり、スポーツ推進施策（スポーツ推進計画等）や体系的な事業計画を策定する。
○区と協会の施策の整合性を図り、協会が施策を着実に実現できるように協会の体制づくりをはじめとする環境整備を実施す
る。
○区は協会に対して、指導・育成を行う。
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改　　　革　　　事　　　項
取組状況 改革事項の検証 達成度 今後の課題等 今後の方向性

課　　　　題 取　組　内　容

② 団体 １

○各地域スポーツクラブの事業運営力を把握す
る必要がある。そのうえで、クラブの育成とス
ポーツ協会事業への参画の具体策を検討する必
要がある。
○バスケット、ラグビーのプロチームの地域と
の関りやＳＤＧｓの達成などを目指す社会貢献
企業との良好な関係を構築していく必要があ
る。
○多様化するニーズに向けた事業を実施してい
くには、区施設だけでは困難であり、区内民間
スポーツ施設を把握・連携する必要がある。ま
た、学校施設への協力も不可欠である。

○新型コロナウイルス感染拡大の収束を見据
え、おおた地域スポーツクラブネットワーク定
例会に参加し、各スポーツクラブの状況を把握
するとともに情報交換を積極的に行う。健康教
室においては、引き続き地域スポーツクラブと
連携を深め事業展開する。
○キヤノンイーグルス、アースフレンズ東京Ｚ
と東京羽田ヴィッキーズなどのプロスポーツ
チームの協力を得て、プロの技術を「見る」こ
とを体験し、「する」ことへ繋げる環境を整備
する。
○スポーツバイキングや子ども体育塾などの協
会の自主事業については学校施設を活用して実
施する。民間スポーツ施設の情報把握に努め、
区民スポーツまつり以外でも事業の際に協力い
ただけるよう更に連携強化・拡大を進めてい
く。

区 １

○協会が施策の実施主体として効率的に動くた
めには、スポーツに関する専門的知識が求めら
れることから、その蓄積のための研修が必要で
あり、研修計画の策定が協会に求められる。

○協会の実施する研修内容・項目が効果的な人
材育成に繋がっているかを確認、助言してい
く。
○協会職員の専門知識の向上に向け、スポーツ
や健康づくりに明るい人材の育成を支援すると
ともに、新たな人材の確保についても促してい
く。
〇研修計画の策定を協会と連携して行ってい
く。

団体 1

〇協会職員として専門知識の習得が求められる
中、研修により職員育成を進めていくが、職員
の派遣期間を考慮すると、現状ではエキスパー
トレベルまでの育成は困難と言わざるを得ず、
長期育成が可能なプロパー職員の確保が必要で
ある。
○目標管理シートによる職員のスキルアップに
引き続き取り組んでいくが、スポーツに関する
専門知識の向上を図るため、学習の機会を創出
する必要がある。

○エキスパートの育成はスポーツ施策の立案・
実施、組織基盤の充実の面からも必要であり、
プロパー職員の採用について検討を進める。
○協会運営にかかわる有識者・学識者に職員に
対する講義をお願いし、スポーツに関する知見
の蓄積や最新情報の入手を図る。

所管課によ
る自己評価

所管課に
よる団体
評価

※達成度・・・１：取組みを進めることができた　　２：取組みを行ったが、進捗が不十分であった　　３：取組みに着手することができなかった

団体による
自己評価

本期間の前半期においては、「中期実施計画」に沿って事業を実施、それらの事業につき毎年事業効
果の分析と改善を図っていった。後期においては、新型コロナウイルスの影響により、多くの事業が
中止を余儀なくされたが、その中において実施した事業については、区民がスポーツに親しむ“きっ
かけ”や“体験”の場としては効果的に行うことができ、協会としての役割は一定程度果たしたと考
えている。

〇平成30年３月にスポーツ推進計画を改定し、区のスポーツ推進施策を示した。計画の改定
後も定期的に庁内検討会を設置して各課の課題を抽出し、スポーツ推進審議会等での有識者
からの意見も参考としながら課題解決に向けた検証を進めることができている。
〇スポーツ推進計画で区と協会の役割が明確となったことを踏まえ、協会と定期的に意見交
換を行う機会を設けて、協力体制を強化することができた。結果として本期間内において、
区実施事業を順次協会の委託事業や自主事業へ移行できており新たなスポーツ推進施策に着
手することができた。
〇協会の事業実施体制の強化については現在も様々な課題はあるが、できる限りの人員確保
と人材育成の助言・支援を行った。

〇区のスポーツ推進施策の実施機関として、行政、加盟団体、地域スポーツクラブ、プロチーム、
民間事業者等と連携し、区民のスポーツに親しむきっかけ作り・継続実施の場を多く創出したこと
について高く評価する。
〇協会の事業実施体制の強化を図るうえで重要なのが職員の人材育成である。プロパー職員の採
用・育成が難しい中、講習会への参加や情報収集に努め事業を行ったことについて評価する。

③

【人材育成に向けた取組み】
区民の多様なスポーツニーズに応えるため
に、スポーツ政策などの専門性の習得など
により、職員の人材育成を図っていく。

○協会への助言、協会からの区への報告・確認

○区と協会間で係長職以上をメンバーに連絡会を開催し、人材
育成・人材確保について情報交換を行った。
○協会の研修については、自主事業として行っていることを確
認した。

○協会が担う役割とその実施のために必要
とされる人材について、協会との認識を
図った。
○協会の研修実施により、人材育成が図ら
れた。

○研修計画に基づく人材育成
○自己申告書と目標シートによる目標管理

○区民の多様化するニーズに対応するため、中期実施計画に基
づいた研修制度の充実を進め、スポーツに関する専門知識を有
した人材の育成に取り組んだ。
○目標管理シートの作成を各職員に促し、進捗・達成状況を管
理職が確認・指導していくことを通じて、スポーツ事業の立案
に繋がる能力を養った。

〇東京都体育協会が主催する講習会に参加
するなど、スポーツに関する専門知識の蓄
積や最新情報の収集を図り、事業推進に役
立てた。
○目標管理シートの作成により、事業実施
の目的や効果について深く考察するように
なり、業務遂行の自己管理能力とともに事
業の企画力向上に繋がった。

○地域スポーツクラブとの協力・連携
○協会のコーディネート機能の強化
　・行政、加盟団体、地域スポーツクラブ、
　プロチーム、民間企業等との連携の促進
○施設活用
　・公共施設、民間施設との連携の検討
　・指定管理施設との連携の検討

○各地域スポーツクラブと情報交換を行い状況把握に努め、各
クラブの強みを活かしながら連携を進めた。
○加盟団体、地域スポーツクラブ、プロチーム、民間企業と区
民の間に入り、スポーツの機会提供をコーディネートした。
○区施設の定期的、継続的使用について調整を進め、事業実施
場所を確保し、区民がスポーツに親しむことやスポーツに持続
して取り組むきっかけとなる事業などを推進した。また、指定
管理者としても大森スポーツセンターや大田スタジアムを活用
した自主事業を行った。民間スポーツ施設を活用して事業に取
り組んだ。

○地域スポーツクラブとの協力・連携でお
こなった健康体操教室においては、コロナ
禍のため定員数を削減し９月からの実施と
なったが、スポーツ体験の場の提供として
有効に機能した。
○キヤノンイーグルス及び大田区ラグビー
フットボール協会と連携して講演会とラグ
ビー体験教室を予定していたがコロナ禍の
ためやむなく中止となった。その一方で、
東京羽田ビッキーズ、読売巨人軍との連携
事業は実施し、協会としてのコーディネー
ト機能が発揮できた。
○区の協力のもと区施設の確保を図り、事
業が円滑に実施できた。また、小学生から
高齢者までを対象に、様々なスポーツ教室
や体験会を指定管理者の自主事業として行
い、幅広い世代にスポーツに親しむ機会を
提供できた。区民スポーツまつりにおいて
一部民間施設を会場として活用した。

【生涯スポーツへの取組み】
子どもから高齢者まで、健常者も障がい者
も、誰もが身近で気軽に継続的にスポーツ
に触れ合うことができる環境づくりを推進
し、スポーツを通じた地域づくりや健康づ

くりに取り組んでいく。
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「新大田区外郭団体等改革プラン」　総括シート（平成29年度～令和３年度）　

所管課 産業経済部　産業振興課

代表者 理事長　川野　正博

設立年月日 平成７年１０月

団体

区

団体

530,000,000
区出えん
比率

100.0%

区 ２

〇グローバル化や技術革新による産業構造の変
化、新型コロナウイルス感染症を踏まえた「新
たな生活様式」への対応等、区を取り巻く産業
環境の変化は極めて速い。スピード感を持った
施策の着実な実行が求められている。

○スピード感を持った施策の実行のため、より
一層情報収集・発信の集約に努める。
○当面延期となっているが、将来にわたる持続
可能性を見据えた事業展開を図るため、新たな
産業振興計画となる（仮称）大田区産業振興構
想の策定を進める。

区
・

団体
１

○密な情報交換を促進する仕組みを構築し、協
会の強みを活かした事業を展開していく必要が
ある。

○定期的に区・協会管理職の打合せ会議を開催
していく。
○今後も区と協会で連携し事業の見直しを行
い、実施事業を整理していく。

区 ２

○人事交流を通じて、組織連携の強化を図ると
ともに、協会固有職員の経営感覚やコスト意識
等の向上を図り、協会の自立的な運営を進めて
いくため、今後も人材育成に取り組んでいく必
要がある。

○人事交流や協会固有職員の区研修への参加に
よる人材育成を進め、その効果のもと運営形態
の見直しを進めていく。

区
・

団体
１

○産業環境が大きく変化していく中、協会は大
田区産業施策の実働部隊として、柔軟かつ臨機
応変に事業展開を行う運営体制が求められてい
る。

○設立25周年を契機に、協会が担うべき役割を
整理し公益財団としてのあり方について、更に
検討していく。

区 １

○新型コロナウイルス感染症の影響により、利
用料金の収入が減少する中、効率的な運営に努
めるとともに、施設の利用促進のため、より質
の高いサービスの提供が必要である。
○改修計画に遅れが生じたが、経年劣化等に伴
い、修繕工事が増加してきているため、大規模
改修計画を着実に進めていく必要がある。

○新たにコワーキングスペースを設けるなど、
利用者サービス向上に努めるとともに、安心・
安全に継続的に利用できるよう、施設の維持管
理に取り組んでいく。
○大規模改修計画を進めていくにあたり、協会
や東京都、産業プラザ入居団体等と調整を進め
ていく。

団体 １

○協会の強みを更に活かすため、業務の専門性
を高め、組織体系の最適化を進める必要があ
る。
○区の政策立案力、協会の事業遂行力を向上す
るための事業の見直しを更に進めていく必要が
ある。

〇効率的な事業運営を進める等、組織内強化を
図る。
○取組みの効果を検証し、事業の必要性等の整
理検討を継続する。

設立からの
経緯

○平成７年10月に区の100％出えんにより財団法
人大田区産業振興協会を設立
○平成８年２月大田区産業プラザ(PiO)開設、管
理業務を大田区から受託
○平成18年４月に指定管理を受託（産業プラザ、
創業支援施設）
○平成23年４月に公益財団法人大田区産業振興協
会に移行

団体名 公益財団法人　大田区産業振興協会

530,000,000

大田区南蒲田１ー２０－２０（大田区産業プラザ内）所在地

設立目的
(定款上）

大田区産業の環境基盤を整備し、その活性化を図るための産業振興事業と区内中小企業に勤務する勤
労者及び事業主並びにこれに準ずる区民を対象とした勤労者福祉事業を、総合的、効率的かつ機動的
に展開することにより、区内中小企業を振興し、中小企業勤労者福祉を向上させ、もって地域社会の
健全な発展に寄与することを目的とする。

基本財産等 区出えん金

事業内容
（定款上）

１　大田区の産業振興のための情報収集・発信に関する事業
２　区内中小企業の経営支援に関する事業
３　区内中小企業の取引拡大支援に関する事業
４　区内中小企業の人材の育成・確保の支援に関する事業
５　区内中小企業の技術開発支援に関する事業
６　中小企業勤労者に対する勤労者福祉事業
７　上記事業に関連を有する範囲において区、都、国又はその他の機関等から受託する事業
８　その他この法人の目的を達成するために必要な事業

今後の方向性今後の課題等
課　　　　題

改　　　革　　　事　　　項
取組状況 達成度

○産業プラザの施設維持管理業務委託は、協会が区から受託し
業者に再委託していたが、区が直接業者と契約することにし
た。
○協会は、産業プラザの入居者として迅速な現場対応を可能と
するため、区契約業務全体を統括する管理監督業務を担うこと
とした。
○産業プラザは、築20年以上が経過し老朽化が進み、設備機器
の更新等の時期が到来しているため、協会や東京都、施設整備
課と連携し令和元年度に大規模改修計画を策定した。

○各産業分野の事業実施方法として、①セミナー等によ
る情報発信、②マッチング（見本市、商談会の開催
等）、③事業相談、④各種助成金・表彰制度など共通点
がある。協会の強みを活かせるマッチング等に経営資源
を集中するため、その他の事業については、民間事業者
等他事業者との共同実施や複数分野の集約実施などを検
討し、事業の統合・整理をする。

○平成29年度22実施の多数のセミナーを令和3年度は6実施に整
理統合した。年2回実施を年1回実施とした。
〇商談会についての事業統合を行った。民間事業者等との共同
実施を検討していたが、コロナ感染症の影響で中止や未実施と
なった。

〇政策立案機能を強化するため、政策立案、産業振興計画等を
担う担当係長を増員し専任とした。
〇今後の産業振興施策の方向性を示す（仮称）大田区産業振興
構想策定のため、大田区産業に関する将来像等検討委員会を設
置し、検討を進めた。

○運営形態の見直しの一環として、区職員の派遣により協会の
組織強化を図るとともに、人材育成を図るため、協会固有職員
の区への派遣受入を実施した。
○協会から運営形態の見直しに関して、下記Ａ、Ｂ及びＣの方
法についての検討結果について報告があったが、具体的な運営
形態の見直し、反映には至らなかった。

○Ａについては、公益目的の割合を高めるため、産業プラザの
施設維持管理業務の契約形態の見直しや新たに公益目的の事業
を受託し、事業割合を高めた。
○Ｂ及びＣについては、事業活動・ガバナンス・財務等の面か
ら一般的なメリット・デメリットについて比較検討を行った。

公益財団法人として区の産業振興施策を実施しつつ、成
長分野等への柔軟な事業展開も図れるように、今後の運
営形態について以下の方法を検討する。
A：協会が執行する必然性のない事業の受託方法を
　 見直し、公益目的の事業割合を高める。
B：一般財団法人へ移行、または公益財団法人
　 を解散し新たに一般財団法人を設立する。
C：公益性の高い事業は公益財団法人が行い、
   個別企業の支援や収益性の高い事業は新たに
   設立する株式会社が行う。

取　組　内　容

○年度当初に区・協会の合同で新任職員に対する研修を実施し
た。
○管理職による定期的な打合せや区・協会担当者間における密
な情報交換、事業検討を適宜行い、一部事業の縮小・廃止など
事業の見直し・整理を行った。

③

【役割分担の明確化と連携】
区と協会、それぞれの強みを活かすため、
役割分担の整理と情報共有が必要である。

【運営形態の見直し】
協会の機動力や専門性を活かし、様々な産
業分野や新たなビジネスへの事業展開を図
る。

【事業の整理・効率化】
経営資源を集中するため、事業の整理・効
率化を図る。

○大田区産業プラザの施設維持管理業務委託について、
抜本的に契約形態を見直す。
○協会との契約は、公益財団法人として協会が担うべき
業務、協会の経験・ノウハウが活きる業務に絞り込む。
例えば、現在協会が再委託している事業については、区
が各業者と直接委託契約を結び、協会とはノウハウを持
つ施設全体の管理監督業務について契約を結ぶなど、契
約単位の再編成をする。

②

①

〇区の産業振興施策の観点から、協会と密な連携を取り
ながら、運営形態の見直しについて進捗管理していく。

○区は政策立案、協会は事業の実施主体とする役割分担
のもと、情報交換の頻度を高め、情報発信内容や実施事
業を整理する。

○区の政策立案機能を組織的に強化することにより、指
揮系統を明確にし、情報の収集・発信について集約化・
迅速化する。

○委託契約においては、契約形態の見直し
により、施設維持管理費用の縮減を図るこ
とができた。
○協会は各委託事業者との連携を密にし、
これまで培ってきたノウハウを活かし、迅
速な施設運営を行った。
○建物及び設備上の劣化状況等を確認し、
今後必要となる改修箇所を抽出することが
できた。

○①～④の事業においては、専門的知識を
持った人材が不可欠であり、令和元年度か
ら実施している業務委託(委託)方式により
人材を確保する方法とした。
〇伴走支援の強化につながった。

あるべき姿

区

果たすべき
役割

区の産業施策の司令塔として、地域・産業団体と協働しながら、ものづくりをはじめあらゆる地域産業の発展を支え、新たな
ビジネスを創造することによって、生き生きとした産業のまちを創出している。

区の産業施策の実行主体として、商工サービス業などの地域の幅広い産業や成長分野への支援を強化するとともに、中小企業
の振興と勤労者福祉の向上を図り、豊かな地域経済・社会・文化の発展に貢献している。

国や都、その他あらゆる官民の関係機関と連携し、また地域・産業団体とのネットワークを生かし、区の産業施策を総合的に
企画し実現していく。

区が掲げる政策目標のもと、高い専門性と機動力を生かし、効果的な事業を着実に実施していく。

改革事項の検証

〇政策立案、産業振興計画を担う係長を専
任とすることで、情報の収集・発信につい
て、円滑に行うことができた。
〇新型コロナウイルス感染症拡大のため、
（仮称）大田区産業振興構想の策定につい
て、当面の間延期することにした。

○合同研修や打合せ等を通じて、施策の共
有、相互理解を深めることができた。
○事業の見直し、整理したことで費用の縮
減、事務の効率化を図ることができた。

○人事交流を通じて協会との連携が円滑に
なり、効果的に事業を実施することができ
た。また、協会固有職員を派遣受入したこ
とで、協会固有職員の人材育成につながっ
た。
○新型コロナウイルス感染拡大に伴う、緊
急経済対策の実施を最優先とし、運営形態
の見直しに関する検討を一旦中断した。

○Ａについては、取組みの継続により公益
目的の事業割合を高めることができた（平
成28年度約70％⇒令和３年度約83％）
○Ｂ及びＣについては、実現に向けた課題
整理、検討を行った結果既存組織内での機
能強化を図ることとした。
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所管課によ
る自己評価

所管課に
よる団体
評価

※達成度・・・１：取組みを進めることができた　　２：取組みを行ったが、進捗が不十分であった　　３：取組みに着手することができなかった

○協会の効率的・自律的な運営を進めていく中、各種研修や他の機関への派遣など積極的に実施し
人材育成に努めた。
○産業プラザについては、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、利用率が大きく低下したもの
の、サービス向上に不断の取組みを続けており、修繕・施設点検等のハード面、接遇・安全管理等
のソフト面の双方で日々施設環境の維持に適切に取り組んでいる。
○自主事業において、新型コロナウイルス感染症対策の充実やオンライン開催などの取組みなど積
極的に行っており、産業支援の拠点としての価値向上に努めていた。今後、HANEDA×PiO交流空間
「PiOPARK」の運営・管理について、更なる機能強化、活性化を期待する。

団体による
自己評価

〇令和３年度には、蒲田PiO、羽田PiO、そしてデジタルPiOの３つのPiOの体制が整い、新しい日常に
基づきリアルとリモートを併用しながら感染拡大を防止しつつ効果的な事業実施への模索を行ってき
た。
具体的なコロナ対策としては、職員のPCR検査の実施とともに東邦大学の舘田教授の講座視聴を行い
衛生管理に対する知見を深めた。またイベントにおいても、舘田教授からご助言をいただき、安全対
策を徹底し万全の体制で行った。
〇産業プラザ展示ホール等の管理運営では、休館のタイミングを利用することで経年劣化に伴う空調
機等の改修工事を効果的・効率的に実施した。また、施設の災害対応力を強化すべく避難訓練・消火
訓練を実施し、利用者のための災害備蓄品を充実させた。
〇協会組織強化としては、いわゆるコーポレートガバナンスを強化するため、本協会のすべての業務
について業務手順書を一つひとつ作成し、適正な業務実施のベースを整え、あわせて、職員の能力開
発・向上、プロ意識を醸成した。

○今後の産業振興施策の方向性を示し、持続可能性を見据えた事業展開を図るため、（仮
称）大田区産業振興構想の策定について検討委員会を設置し検討をはじめたが、新型コロナ
ウイルス感染症の影響により一旦中断、協会の運営形態の見直しについても検討を進めるこ
とができなかった。一方で、協会と連携し様々な緊急経済対策、区内事業者への支援を実施
した。
○人事交流や合同研修を通じて、組織連携の強化を図り協会固有職員の人材育成に努めた。
また定期的な打合せや情報交換により、円滑かつ効果的に事業を実施することができた。
○大田区産業プラザの施設維持管理について、契約形態の見直しを行い維持管理費用の縮減
を図ることができた。また関係部局と連携し、長期に及ぶ全館閉館を回避することを前提と
した大規模改修計画を策定することができた。
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「新大田区外郭団体等改革プラン」　総括シート（平成29年度～令和３年度）

所管課 福祉部　福祉管理課

代表者 会長　中島　寿美

設立年月日 昭和27年11月

団体

区

団体

3,000,000円
区出えん
比率

0.0%

区 １

〇業務量に応じて人材確保をするのではなく、
中長期的視点に立って計画的に採用を行い、組
織体制を強化していくことが必要である。令和
２年度に、人材採用計画を定めたが、継続して
計画内容の見直しをしていくことが求められ
る。
〇ベテラン職員から若手職員へ、業務知識など
の継承を計画的に行っていくことが必要であ
る。
〇次期大田区地域福祉活動計画の策定に向け
て、区の次期地域福祉計画の目指す方向性と一
致させるため、常に情報共有を相互に行い、全
ての職員が両計画の方向性を意識しながら職務
に取り組む必要がある。

○計画的な採用に向けての情報提供や助言等の
支援を引き続き行っていく。
○OJT実施時に、業務知識の継承などを盛り込む
形とし、より組織が強化されるよう支援してい
く。
〇大田区版地域共生社会の実現に向け、次期大
田区地域福祉活動計画の策定にあたり、実態調
査の段階から質問項目の検討を共に行うなど、
情報共有を図ることで、目指す方向性の共有理
解を図る。

団体 １

〇固有職員について、それぞれの階層や担当部
署に応じた研修を進めていくが、職員一人ひと
りの研修管理の仕組みづくりが必要である。
〇固有職員の約30％が入職５年以下の職員であ
る。新たに入った職員について、これまでの経
験等に応じた研修プログラムの検討が必要であ
る。
〇企画立案や多様な機関とのコーディネート力
を習得するため、日々の業務を通じて、活動の
振り返りや実践内容の共有が必要である。

〇職員が自身に足りていない知識や技能を自ら
補うことができるよう、組織内で実施する研修
だけでなく、区や東京都、東京都社会福祉協議
会などが実施する研修や講演の情報を組織内で
共有し、積極的な活用を促していく。
〇大田区版地域共生社会の実現に向けて、福祉
の専門性を発揮し、組織の一員として行動でき
る職員を育成するため、多様な研修プログラム
を取り入れながら、人材育成を図る。
〇区や社会福祉法人等と研修プログラムを共有
し、大田区全体の福祉人材の育成や質の向上を
図る。
〇複雑な地域生活課題を大田区の地域福祉ネッ
トワークで支援するためのコーディネートの役
割を担う職員の人材確保に向けて、活動・実践
内容を団体内で共有していく。

○人材育成・確保に関する方針・計画を策定する。な
お、その際はあるべき姿に掲げるネットワークの中心を
担いうる「企画立案」、「コーディネート」、「組織マ
ネジメント」の能力に重点を置くこととする。
○職員のモチベーションの向上と意識改革を行うため、
区や他の機関との人事交流を図る。

〇新大田区外郭団体等改革プランの「社協のあるべき姿」をも
とに、平成30年３月「大田社協改革アクションプラン」を策定
した。その中で、職員の行動計画と業務改革の指針を示した。
〇令和元年10月「人材育成基本方針」を策定した。職員として
のあるべき姿や、研修体系づくり、勤務評定等に関する方針を
定めた。
〇「人材育成基本方針」に基づき、人材育成のプロジェクト
チームをつくり、コンサルタントのアドバイスをいただきなが
ら、研修体系の構築を行った（令和２年度試行、令和３年度本
格実施）。
〇平成29年度より、人材育成を目的とし区との人事交流を開始
した。平成30年度には社会福祉法人への職員派遣を実施した。
〇大田区版地域共生社会の実現に向けた事業を展開していくた
めに、組織改正を行い、組織を4つのセンターに再編した（令和
元年度）。

〇「大田社協改革アクションプラン」につ
いて、職員による作業部会を設置した。職
員が組織全体の業務改善について意見交換
を行うことができ、組織の課題を共有する
ことができた。
〇「人材育成基本方針」にて、職員像を明
確に示し、職員の意識改革を進めた。
〇令和２年度、職員の階層別研修を実施し
たことにより、組織の中において、職員が
自分に求められている知識やスキルについ
て認識することができた。
〇人事交流により、区や法人との相互理解
が高まり、新たな知識の習得と幅広い視野
をもって、大田区社会福祉協議会の事業に
取り組むことができるようになった。
〇新規職員採用の際、福祉の専門性を重視
し、社会福祉士や精神保健福祉士等の有資
格者としている。また、固有職員の資格取
得を推進するために受験料助成等の仕組み
づくりを行った。

①

【人材確保と育成の取組みの充実】
あるべき姿を実現するために、大田区社会
福祉協議会としての重要な経営資源である
人材に関して、育成・確保に関する方針・
計画が存在していない。

○大田区社会福祉協議会の人材育成・確保に関する方
針・計画の策定を支援する。

〇大田区社会福祉協議会改革における職員の行動計画に位置付
けられる改革アクションプランの作成について、大田区社会福
祉協議会のプロジェクトチームの進捗状況報告に加え、職員自
身が参画できる内容にするためのアドバイスを行った。
○人材育成基本方針の策定や、職員の職務に対する意欲向上及
び組織の活性化につなげるため、必要な情報の提供及び助言等
を行い、計画や制度実現に向けた支援を行った。また、基本方
針策定後も継続して人材育成に関する情報共有を行い、組織の
活性化を促した。
○区職員の派遣及び大田区社会福祉協議会職員の派遣を受け入
れることにより、双方の組織や業務への理解を深め、職員の意
識改革に取り組んだ。

〇改革アクションプランを通して職員一人
ひとりが主体的に業務に取り組み、日常的
に業務の改善について思案する意識が根付
いた。
〇採用試験の実施にあたっては、適宜区と
協議を行い、大田区社会福祉協議会の状況
にあった採用スケジュールで採用活動を行
うことができた。
○人事・給与制度の見直しによって、職務
経歴加算を変更し、経験豊富な職員の採用
ができた。
〇継続して人事交流を行うことで、双方の
視点に立ち改革していく意識が深まったほ
か、職員同士の交流が進むことで、より強
固な連携体制の構築につながった。

「大田区地域福祉計画」で位置づけられている役割のとおり、地域における関係機関や団体などと連携し、地域福祉の担い手
の核としての活動を行う。

基本財産等 区出えん金 0

改　　　革　　　事　　　項
取組状況 達成度 今後の課題等 今後の方向性

課　　　　題 取　組　内　容
改革事項の検証

団体名 社会福祉法人　大田区社会福祉協議会

あるべき姿

区
地域力を活かし、連携により福祉や生活の課題解決に取り組み、生涯住み慣れたまちでいきいきと暮らせるよう、地域福祉計
画の基本理念である「ともに支えあい　地域力ではぐくむ　安心して暮らせるまち」の実現を目指す。

所在地 大田西蒲田７－４９－２（大田区社会福祉センター内）

設立目的
(定款上）

　この社会福祉法人（以下「本会」という。）は、大田区における社会福祉事業その他の社会福祉を
目的とする事業の健全な発達及び社会福祉に関する活動の活性化により、地域福祉の推進を図ること
を目的とする。

設立からの
経緯

○昭和27年11月３日　大田社協連合会設立
○昭和40年２月23日　社会福祉法人大田西社会福
祉協議会設立
○昭和40年２月26日　社会福祉法人大田東社会福
祉協議会設立
○昭和58年６月13日　東西社協合併　社会福祉法
人大田社協設立
○平成16年４月１日　財団法人大田区福祉公社の
解散に伴い、公社事業を継承

地域福祉を推進する団体として積極的な企画・立案をするとともに、強力なコーディネート能力を発揮し、地域福祉に関わる
団体などのネットワーク化を図り、大田社協でなければできない役割を果たす。

事業内容
（定款上）

１　社会福祉を目的とする事業の企画及び実施
２　社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助
３　社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成
４　1～3のほか、社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るために必要な事業
５　保健医療、教育その他の社会福祉と関連する事業との連絡
６　共同募金事業への協力
７　福祉サービス利用援助事業
８　障害福祉サービス事業の経営
９　在宅福祉事業の推進
10　生活福祉資金貸付等相談事業
11　その他本会の目的達成のため必要な事業

果たすべき
役割

○区民ニーズなどの現状把握や、地域福祉関連情報の分析を行う。
○区民、地域活動団体、事業者等と協力し、連携体制の構築、地域の支え合い・助け合いのしくみづくりを推進する。
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改　　　革　　　事　　　項
取組状況 達成度 今後の課題等 今後の方向性

課　　　　題 取　組　内　容
改革事項の検証

区 １

○より効果的な執行体制となるよう、大田区社
会福祉協議会の自主的な事業再編を支援する必
要がある。
〇令和２年６月の社会福祉法の改正に伴う「重
層的支援体制整備」に向けて、「地域福祉を推
進するコーディネーター」における具体的な連
携体制、取組内容等、大田区社会福祉協議会が
担う「地域福祉の担い手が連携する橋渡し役」
としての取組みがさらに重要となる。
〇新型コロナウイルス感染症に関連した業務も
発生しているため、より一層円滑な情報共有が
できるよう、体制の構築をしていくことが必要
である。

〇令和８年度の都区合同庁舎への移転を契機と
捉え、中長期的に人員増による強化が必要な部
門を洗い出し、大田区社会福祉協議会の自主的
な事業再編に向けた適切な人員配置に関する助
言など、引き続き支援を継続していく。
〇「重層的支援体制整備」に向けて、その機能
を充分に発揮できるよう、区と地域団体間の認
識を共有する場を適宜持ちながら、体制整備に
向けて丁寧に取り組んでいく。
〇コロナ禍において、区と大田区社会福祉協議
会、地域団体間の連携におけるＤＸを推進して
いく。

団体 １

〇複雑化する地域福祉課題の解決に向けて、地
域の実情を踏まえた、ネットワークの構築や新
たな社会資源の創出が必要となる。現在、大田
区社会福祉法人協議会において、４つの地域ご
とによる「エリア会議」を開始し始めたが、エ
リアの法人間の関係づくりや情報交換を行って
おり、地域の課題共有や新たな取組みの実践に
は至っていない。
〇重層的支援体制を視野に入れながら、地域福
祉課題の解決に向けて取り組むにあたり、大田
区社会福祉協議会内部だけではなく、これまで
以上に、区の相談支援部門や他機関との連携が
重要となるため、相互の関係づくりが必要であ
る。
〇新たな地区でのプラットフォームの立ち上げ
に向けて、これまでの運営管理の方法を整理す
ることが必要である。

〇厚生労働省より、「重層的支援整備事業にお
ける社会福祉法人による地域における公益的な
取組等の推進について（通知）」が出されてい
る。複雑化する地域福祉課題について、地域に
おける公益的な取組みの促進、地域のネット
ワークの活用を推進していく。また、大田区社
会福祉法人協議会について、より地域の実情に
即した活動が展開できるように、エリア活動の
充実を図る。
〇地域福祉活動団体や企業など、新たな協力関
係をつくり、福祉分野にとらわれない、包括的
な共生社会実現のため幅広いネットワークを構
築する。
〇新たな地区でのプラットフォームの立ち上げ
については、規模に関わらず地域課題に応じて
地域住民が主体となり、課題の共有や解決に向
けた取組みを検討する場を運営できるよう支援
する。

③ 区 １

〇区と大田区社会福祉協議会の役割の整理や事
業改革を通して見えてきた財務基盤及び法人運
営体制の強化など、新たな課題に対して、引き
続き支援を図っていく必要がある。
〇新型コロナウイルス感染症に関連した業務が
増える中で、区と大田区社会福祉協議会の役割
を整理しながら、効率的・効果的に事業が実施
できるよう、検討していく必要がある。
〇高齢者の権利擁護事業の更なる推進や「老い
じたく」事業などの、人生100年時代に向けた新
たな取組みや、激甚化する自然災害に対応する
ための地域ボランティアセンターの強化が必要
である。

〇地域福祉計画策定に際し、本区における地域
福祉推進のための全体像を整理する。また、大
田区社会福祉協議会の地域福祉活動計画の策定
と連動して策定する。
〇コロナ禍における区財源の減収が想定される
なかで、大田区社会福祉協議会の事業が地域の
セーフティネットとしての役割が担保できてい
るかなど、既存の事業の成果や課題抽出を共に
考えていく。
〇今後も継続して区と大田区社会福祉協議会の
強みを生かした事業展開を行うために、大田区
地域福祉計画で示した大田区社会福祉協議会の
役割や、大田区地域福祉活動計画で示す取組み
について、ＤＸ推進も含め、必要な支援をす
る。
〇持続可能な経営の確立に向け、令和３年度末
に立ち上げた区福祉部職員と大田区社会福祉協
議会職員によるプロジェクトチームを令和４年
度以降も継続し、事業全体のあり方の見直しを
含め、検討を進めていく。
〇成年後見センターに委託している老いじたく
推進事業や地域ボランティアセンターに委託し
ている子どもと地域をつなぐ応援事業など、今
後も委託事業を通じた相談体制の強化等を図っ
ていく。また、区と連携して実施している大田
区災害ボランティアセンター運営訓練を通して
激甚化する自然災害への対応策を検討するな
ど、引き続き地域福祉課題解決のために連携を
深めていく。

【業務全体のあり方の見直し】
これまで事業評価を通した事業見直しをし
てこなかったため、既存事業の成果把握や
課題抽出が十分になされていない。

○「大田区社会福祉法人協議会」等の活動の活性化を行
い、区との連携のもと、福祉課題の提起や企画立案、地
域貢献に向けた仕掛けづくりを実行する。
○交流会や事例収集・発信などを実施し、高齢や障が
い、子どもなどの分野を超えた地域団体のネットワーク
化を進める。

〇大田区社会福祉法人協議会（おおた福祉ネット）にて、社会
福祉法人の共通課題である「人材確保」について、平成29年度
から毎年、就職相談・面接会「ふくしのしごと市」を実施し
た。またPR用パンフレットを作成し、自治会連合会、民生委員
児童委員協議会等、幅広く配布し、本活動の周知を行った。
〇おおた福祉ネットにおいては、年に１～２回、全体会を開催
し、共通する課題等について、研修や情報交換を行った。
〇地域の課題を共有する場として、「助け合いプラットフォー
ム」を六郷地区（平成30年度）、蒲田西地区（令和２年度）に
開始した。地域住民や福祉関係者、企業、学生等が参加した。

〇おおた福祉ネットにて、実施している
「ふくしのしごと市」では、法人間にて協
力し、福祉の仕事のPRや面接活動を行うこ
とができた。法人間の枠を超えて、職員同
士の連携協働の機会となった。
〇おおた福祉ネットのPRパンフレットを作
成し、地域の会議等で周知したことで、お
おた福祉ネットの活動等への理解向上を図
ることができた。
〇豪雨災害の際、おおた福祉ネットに災害
支援の協力を呼びかけ、支援活動に協力し
ていただいた。
〇「助け合いプラットフォーム」の実施に
より、新たな団体とのつながりができた。
また、それぞれの立場から考える地域の課
題について共有することができた。

○大田区社会福祉協議会と区との強み・弱みを補いなが
ら、福祉課題に立ち向かえる強力なパートナー関係を築
く。
○区が策定している大田区地域福祉計画の次期改定の際
に、現在の地域福祉計画をベースに、「区」と「大田区
社会福祉協議会」と「地域団体」が、どのように地域福
祉を推進できるか、お互いの「強み」を活かし、役割分
担をしていく。

○六郷助け合いプラットフォーム事業の取組みや成年後見制度
利用促進計画に関する検討をともに行う中で、区との役割を整
理し、より強固なパートナーシップを築くことができた。
〇平成31年３月に策定した大田区地域福祉計画において、区が
取り組む事業と大田区社会福祉協議会の役割を明記し、５年間
の大田区版地域共生社会の実現に向けた区との連携体制を定め
ることができた。また、その計画の策定過程において、区とと
もに企画・運営して、区民との意見交換会やコーディネーター
同士の意見交換会などを３回実施し、ともに連携を図りながら
計画の策定に向けて取り組んだ。策定後は、その役割に基づ
き、連携して事業を実施した。
〇大田区成年後見制度利用促進基本計画を区と大田区社会福祉
協議会で十分に協議を図り、平成31年３月に策定した。

○意見交換会では、大田区社会福祉協議会
の地域福祉コーディネーターがファシリ
テーションを勤めるなど、強みを活かした
役割分担のもと企画することができるよう
になり、区との連携体制が強まった。
〇大田区社会福祉協議会の強みであるネッ
トワークを生かし、地域関係団体との連
携・協力態勢を鑑みながら、区と一体と
なって真に必要な事業の検討・実施をする
ことができた。成年後見制度に関する事業
以外においても、ＨＰを活用した事業周知
等を行うなど、双方の持つ資源を生かした
事業展開ができた。

②

【地域福祉推進のネットワーク構築】
地域福祉の推進に向け、多様な地域福祉の
担い手が緊密に連携すべきであるが、大田
区社会福祉協議会はその中心としての役割
を十分に発揮できていない。

○あるべき姿にもある「地域福祉を推進する団体」とし
て、大田区社会福祉協議会から今日的な社会的課題に対
して企画・立案があった際は、その実現に向け、不足し
ている資源について積極的に支援する。
○その時々の福祉課題において、大田区社会福祉協議会
としての考えや出来ることを引き出すように努め、自主
性が芽生えるように、連絡調整を密にする。

〇職員の意識改革に向け、平成31年度に大田区社会福祉協議会
の各係長との個別ヒアリングを実施した。また、職員対象の研
修を行い、区の福祉課題等を講義することで、区と大田区社会
福祉協議会の問題意識と解決の方向性について摺り合わせを
行った。
〇大田区社会福祉協議会が新たに取り組むこととなった事業
（絆サービス、「大田区成年後見制度利用促進基本計画」や
「おおた子ども生活応援プラン」に基づく各種事業の受託な
ど）の実施に対して、職員の人件費補助を拡大するとともに、
認定調査委託においてインセンティブを導入するなど積極的な
支援を行った。また、この新たな取組みに対する効果的なス
キームの構築について、定期・不定期の打合せを行い、助言を
行った。
○「地域福祉を推進する団体」として積極的に活動ができるよ
う、予算査定時には事業内容を精査したうえで、「ヒト・モ
ノ・情報」などの不足している資源を投入し、中心的な役割が
発揮できるよう講じた。

〇予算要求時の資料として各事業の業務量
算定を提出してもらい、現状の把握と必要
な資源の精査を行い、適正な事業態勢と
なっているか確認できた。
〇福祉部各所管課と大田区社会福祉協議会
の業務に関して、各事業の方向性や施策の
取組状況等について密に情報共有を行い連
携を深めた。
○人的交流の深まりに伴い、多角的な視点
で業務に臨む態勢となった。それにより、
大田区社会福祉協議会の役割を職員が十分
に意識しながら、多様な地域福祉の担い手
と連携することができた。
○地域力推進部と連携した災害ボランティ
アセンターの運営訓練や民生委員児童委員
や学校などの関係機関が集まるいわゆる五
者協へのオブザーバー参加、各地区の地域
ケア会議への参加など、これまで区の各事
業と、大田区社会福祉協議会の事業でつな
がりがなかったものも徐々につながり始
め、その必要性が認識されはじめている。
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改　　　革　　　事　　　項
取組状況 達成度 今後の課題等 今後の方向性

課　　　　題 取　組　内　容
改革事項の検証

③ 団体 １

〇事業の財政面や事業の発展などに加え、大田
区社会福祉協議会の特性に応じた適正な事業評
価を行うことができる仕組みづくりが必要であ
る。
〇新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、募金
や会費等の財源の減少が見込まれるため、新た
な財源確保のための事業開発や既存事業の実施
方法等の見直しを行うことが必要である。

〇コロナ禍を経て、オンライン会議や研修な
ど、新しい手法が定着してきている。このよう
な変化は、事業評価方法にも変革を促すことが
予想されることから、評価方法自体の改革も進
めていく。
〇重層的支援体制を視野に入れ、地域づくりや
参加支援を進めていくために、既存事業のブ
ラッシュアップを行い、区とともに事業の見直
しを進めていく。

所管課によ
る自己評価

所管課に
よる団体
評価

※達成度・・・１：取組みを進めることができた　　２：取組みを行ったが、進捗が不十分であった　　３：取組みに着手することができなかった

【業務全体のあり方の見直し】
これまで事業評価を通した事業見直しをし
てこなかったため、既存事業の成果把握や
課題抽出が十分になされていない。

団体による
自己評価

〇大田区地域福祉活動計画に基づき、複雑化する地域福祉課題に対し、地域の多様な主体との連携が
必要であるが、福祉関係団体にとどまらず、地域の企業など、新たな団体等との連携を拡大すること
ができた。
〇地域福祉を推進する団体として、一人一人の職員が福祉の専門性を発揮できるよう、研修体系を構
築し、階層別研修や福祉専門研修を進めていく中で、職員が積極的に資格取得を目指すなど、人材育
成の効果が見られた。
〇新型コロナウイルス感染拡大に伴う新たな地域福祉課題に対し、相談対応や食料支援などの新たな
事業を企画立案し、さらなる事業展開を進めつつある。

○複合・複雑化する地域福祉課題に対応するために、ささえあい強化推進委員と地域福祉
コーディネーターの統一を図り、大田区版地域共生社会を実現するために、さらなる体制強
化を推進することができた。
○大田区社会福祉協議会が「人材育成基本方針」を策定するにあたり、人材育成に関する情
報提供を行い、また、「人材育成基本方針」に基づく職層研修の実施にあたり、研修内容の
助言等を実施し、大田区社会福祉協議会職員の能力向上に寄与することができた。
○区事業の委託先として老いじたく推進事業や子どもと地域をつなぐ応援事業など、区と共
に地域福祉課題解決を目指す事業に取り組むことで、職員の意欲及び見識を高めることがで
きた。
〇持続可能な法人経営の確立に向け、区福祉部職員と大田区社会福祉協議会職員によるプロ
ジェクトチームを立ち上げ、検討を始めた。大田区社会福祉協議会の経営の中核を担う人材
の育成及び財務体制の強化に着手し、組織の自己改革意識の醸成を促した。

〇地域福祉コーディネーターが中心となり、地域福祉のネットワークを広げ、地域の中で支援を必
要とする人々を把握するなど、地域福祉課題の発見のためのアウトリーチ機能を充実させた。
〇大田区社会福祉協議会の人材育成基本方針に基づき、人材育成のプロジェクトチームを立ち上
げ、コンサルタントを迎え研修体系の構築を進めた。職員の階層別研修を実施し、職員が自身に求
められる知識やスキルを理解することで組織の活性化が進んだ。
〇区と連携して成年後見制度利用促進中核機関を設置し、成年後見制度や老いじたくに関する個別
の相談体制を充実させ、区内の権利擁護支援体制を強化した。
〇令和元年東日本台風の際は、区と一体となって、多くの災害ボランティアを取りまとめ、被害の
大きかった田園調布地区の復興支援にあたり、復旧に貢献した。
〇コロナ禍においては、特例貸付、ワクチン予約支援、フードパントリー、子育て世帯の見守り事
業など、新たな地域福祉課題に対応する事業に区民とともに取り組んできた。
〇区民の大田区社会福祉協議会の取組みに関する認知度を上げるため、職員の広報力の底上げを
行ったことで、絆サポーターの登録者数が増えるなど、より多くの区民の地域福祉への参画につな
がった。
〇これまで地域におけるコミュニティの強化や地域福祉の推進につながる事業を展開してきた。大
田区版地域共生社会の実現に向けて、区と共に車の両輪を担う団体としてより一層連携を深めるこ
とができた。
〇人材育成や持続可能な経営の確立に向けた支援を行ってきたが、人材の確保や財政基盤など基幹
部門の強化には今後より一層の改善が必要である。

○あるべき姿の実現のため、業務改善においてはコー
ディネートを意識した事業手法の視点から、平成27年度
から新たに取り入れた事業評価シートにより、ＰＤＣＡ
サイクルを通じた業務全体の課題抽出、成果把握、改善
提案を行う。
○限りある経営資源の中で、より効果的かつ効率的な事
業実施を図るため、区や他の機関が行う事業との連携・
統合（場合によっては廃止も含む）などによる再構築を
行う。

〇平成29年度に平成28年度の事業評価シートをまとめ、業務全
体の課題を抽出した。
〇これまでの事業評価を踏まえ、平成30年度実施事業を中心に
再評価を行い、事業内容等を時代のニーズに適応した体系に再
構築した。再構築にあたり、プロジェクトを立ち上げ、地域福
祉活動計画にある事業について、4つの指標「廃止」「抜本的見
直し」「サービス予算削減」「サービス予算拡大充実」にて再
評価を行った。この再評価に基づき、令和元年度予算編成を実
施した。
〇令和２年度、コロナ禍において大田区社会福祉協議会の果た
すべき役割を改めて検討するとともに、事業の財源となる募金
や会費等の減少が見込まれるため「全事業見直し」を行い、事
業整理を行った。

〇事業評価シートを用いることで、事業活
動面だけではなく、財政面や業務時間数等
から、業務改善の課題を整理することがで
きた。
〇事業再構築プロジェクトにおいて、助成
事業の整理統合を行い、事業拡大を図るな
ど、事業の目的や取組みの優先度等を示し
たことにより、時代のニーズに応じた事業
の再構築を行った。
〇新型コロナの感染拡大に伴い、特例貸付
など新たな事業が加わる中「全事業見直
し」を早急に行うことができたため、新た
なニーズに対応することができた。
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「新大田区外郭団体等改革プラン」　総括シート（平成29年度～令和３年度）

所管課 福祉部　高齢福祉課

代表者 会長　河合　武郎

設立年月日 昭和52年10月

団体

区

団体

－ 区出えん
比率 －

区 1

○シルバー人材・保育アシスタント事業につい
て、関係部局と連携を図りながら事業展開する
必要がある。
○さらなる認知度向上のためには、区の様々な
媒体の活用を図り、広報活動を支援していく必
要がある。

○引き続き保育アシスタント事業(シルバー派遣
事業)に登録する会員増強への取組みを支援す
る。
〇センターは新型コロナウイルス感染拡大防止
対策を講じながら、入会説明・登録会を行って
いる。この取組みが円滑に進められるよう支援
していく。
○引き続きセンター広報誌の区施設での配布、
大田区報でのイベント等の周知など、広報活動
を支援していく。

団体 1

〇アフターコロナにおける入会説明･登録会の在
り方について、開催方法に関する工夫が求めら
れる。
〇より多くの新規会員獲得のために広報活動の
強化が必要である。
〇地域のネットワークの中で高齢者の孤立化等
を防止する機能の充実。

〇土曜日の入会説明･登録会、出張入会説明会は
継続しつつ、Ｗｅｂを使った入会手続きの改善
を検討し、入会における利便性の向上に努め
る。
〇会員募集強化週間における広報活動の強化、
会員による声かけ運動の推進、新聞折込チラシ
の継続実施に加え、新たな広報手段の検討に取
り組む。
〇新型コロナウイルス感染症収束後の「シル
バーサロン」開催について検討する。加えて、
地域における高齢者のつながりを創出するた
め、特別出張所、他団体との連携について取組
みを進める。

② 区 1
○需要に対し安定供給できる労働者派遣事業体
制を構築するため、派遣登録会員の増員を図る
必要がある。

○労働者派遣については、事業実績を注視して
いきながら受託業務の拡大に向け、事業周知や
会員拡大等の広報活動を支援する。

改革事項の検証

○センターの広報誌について、年12回、1
回84か所への配布協力を行いシルバー人材
センターの知名度の向上を図り、会員増強
や入会促進の実現に繋がった。
〇シルバー人材センター主催イベントの開
催にあたり、区報への掲載、区内各施設へ
のチラシ・ポスター配布協力を行ったこと
により、入会希望者の増加に繋げることが
できた。

〇左記の取組みにより、通常の入会説明･
登録会では時間が合わない、場所が遠いな
どの不都合があった方にも入会していただ
ける柔軟な仕組みを作ることができた。
〇高齢会員でも身体的負担が少なく就業で
きるモニター業務やアンケート回答業務の
獲得は、退会抑制の一因となった。
○シルバーサロンは、各地域において会員
の身近な情報交換・交流の場として機能し
ている。また、会員のみならず地域の高齢
者も参加可能のため、センターの広報活動
としてはもとより、地域のネットワークづ
くりにも役立っている。

○シルバー人材・保育アシスタント事業に
ついては、延べ144園に延べ4,842人の会員
を派遣し、保育園においては貴重な戦力と
なっている。
○絆サポートについて、４年間の実績とし
ては登録会員数69人、サービス提供延べ
1,302回であった。

あるべき姿

果たすべき
役割

区 ○地域包括ケア体制の実現に向けて、高齢者の就労及び社会参加を推進していく。

○高齢者の就労促進実施主体としてハローワークや大田区社会福祉協議会が運営する大田区いきいきしごとステーションとの
連携、受託拡大、会員増加、資質向上をめざし、高齢者の多方面にわたる活躍の場を提供する。
○高齢者の安全就業、いきがい充実や社会参加を促進する公益社団法人としての役割を発揮し、高齢者や地域の福祉の増進に
寄与する。

〇新規事業の側面的支援とともに、会員増強を働きかける。
〇地域包括ケア体制を構築する担い手のひとつとしてシルバー人材センターを支援する。
〇シルバー人材センターの事業実績を注視し、目標管理をサポートする。

〇高齢者就労に向けた体制づくりに努める。
〇受託拡大に向けて、計画的な取組みや、実効性の高いプランを実施する。
〇会員増強のための仕組みづくりに着手する。

○労働者派遣事業等の取組みを利用して、会員増強を援
助する。
○様々な周知・広報の機会や媒体を積極的に活用し、入
会促進活動を支援する。

〇通常は平日に本部（仲六郷）で開催している入会説明･登録会
を、土曜日にも実施（５年間で計10回）した。また、出張入会
説明･登録会と銘打って大森地区と調布地区で開催（５年間で計
５回）した。なお、コロナ禍においては、いずれの入会説明･登
録会も、定員を絞り時間を短くして行うよう配慮した。さら
に、令和４年度からのＷｅｂを使った入会手続きの実施に向け
て準備を進めた。
〇新聞折込チラシの配布、区関連施設でのモニター広告掲出等
により入会促進を図った。また、入会促進施策の一環として、
従来の２･３月入会者の当該年度会費免除に加え、１月入会者に
ついても同様に会費免除とした。加えて、モニター業務やアン
ケート回答業務の獲得により会員の就業機会を増やし、会員の
満足度向上に取り組んだ。（５年間で計14件・延べ773人が就
業）
〇令和３年度に、大田区シルバー人材センターをより広く効果
的に周知するための方策のひとつとして、ＬＩＮＥ広告により
ターゲットを絞ったＰＲを試験的に導入した。
〇シルバー人材センターの互助組織としての意義を踏まえ、平
成30年度から会員の相互交流・地域交流の拠点として「シル
バーサロン」を３箇所（大森地区・調布地区・蒲田地区）で開
設、令和元年度からは仲六郷本部でも実施し、実施場所を４箇
所に増やした。（令和２年３月以降はコロナ禍の影響で中止）

【会員増強】
○大田区においては会員が減少してきてい
る。

○新規会員入会手続きの見直しが必要であ
る

①

○新事業の「大田区絆サービス」「シルバー人材セン
ター労働者派遣事業」を軌道に乗せるサポートをする。

○随時に会員入会手続きが可能となるような、柔軟な仕
組みづくりを推進する。
○積極的な入会促進活動や、インセンティブの周知によ
り、新規会員増強とともに退会抑制を図る。
○地域のネットワークの中で高齢者のつながりや孤立化
防止に寄与していく等、互助組織としての意義を明確に
することで、就業に加えた会の利点を広報し、普及につ
なげていく。

【受託拡大】
民間企業からの受託業務が少ない。公共か
らの受託業務についても、受託拡大に向け
て情報提供を行っているが、理解が不十分
である。

今後の方向性今後の課題等
課　　　　題

改　　　革　　　事　　　項
取組状況 達成度

○保育アシスタント事業（シルバー派遣事業）について、就労
関連イベントなどでの取組みを支援した。
○対象者(60歳以上)が集まるイベント等への参加を促し、会員
増強に向けた取組みを支援した。
○区内各施設へのチラシの配布や区の様々な媒体の活用などの
支援を行った。

※「シルバー派遣事業」とは、シルバー人材センターが実施す
る労働者派遣事業をいう。

○大田区絆サポートの担当部署・地域包括支援センター等と連
携を取り、情報の共有化を図ってきた。
（※令和２年度から「絆サポート」と名称が変更となった）
○シルバー人材・保育アシスタント事業について、関係部局と
連携を取り、運営の支援を行った。他区等を交えた情報交換の
場において事業進捗報告を行うなど、周知を図った。
○絆サポート事業については、事務事業の効率化の観点から、
令和３年度から社会福祉協議会に一本化して実施することとし
た。

取　組　内　容

○昭和52年10月に、大田区高齢者事業団として設
立
　設立時に区からの出資等はない。
○平成23年４月に、公益社団法人に移行
○就業だけでなく、ボランティア活動など社会貢
献に役立つ事業の企画、運営、実施を行ってい
る。

設立からの
経緯

団体名 公益社団法人　大田区シルバー人材センター

－

大田区仲六郷１－６－９－１２５所在地

設立目的
(定款上）

　社会参加の意欲ある健康な高齢者に対し、地域社会と連携を保ちながら、その希望、知識及び経験
に応じた就業並びに社会奉仕等の活動機会を確保し、生活感の充実及び福祉の増進を図るとともに、
高齢者の能力を生かした活力ある地域社会づくりに寄与することを目的とする。

基本財産等 区出えん金

事業内容
（定款上）

１　臨時的かつ短期的な就業又はその他の軽易な業務に係る就業を希望する高齢者のための就業の機
会確保及び提供
２　高齢者に対し、就業に必要な知識及び技能の付与を目的とした講習の実施
３　社会奉仕活動等を通じて、高齢者の生きがいの充実及び社会参加の推進を図るために必要な事業
４　定款第３条の目的を達成するための調査研究、相談及び事業の企画運営
５　その他センターの目的を達成するために必要な事業
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改革事項の検証 今後の方向性今後の課題等
課　　　　題

改　　　革　　　事　　　項
取組状況 達成度

取　組　内　容

② 団体 2

〇受託の拡大や請負・委任契約金額の増加のた
め、会員の希望職種や労働市場の状況を勘案し
た戦略的な就業開拓が求められる。
○「お客様アンケート」の評価の維持・向上の
ため、各種研修等のさらなる充実により継続的
な会員開発に取り組み、顧客のニーズに合わせ
た適材適所の人材提供体制を構築していく必要
である。

〇就業開拓員を増員し、既存顧客のフォロー体
制を充実させるとともに、新規業務の獲得を図
る。また、アンケート回答・モニター業務に代
表される会員の身体的負荷が少ない業務の開拓
に取り組む。
〇引き続き、定期的な会員状況調査を実施し、
入会時に登録した会員情報を定期的に更新する
ことにより、会員情報データベースの充実を図
る。
〇令和３年度に見直しした令和４年度からの研
修体系を着実に実施し、研修を充実させてい
く。具体的には、あらゆる職群で必要となる知
識（接遇・人権・個人情報保護・ハラスメント
防止等）を学ぶ研修を実施するとともに、引き
続き清掃研修等により技能の向上を推進し、
「顧客から選ばれる団体」を目指す。

区 2

○働き方の多様化や情報化社会が進む中で、高
齢者がわかりやすく安心して求人情報を得るこ
とができる体制を整備していく必要がある。
〇大田区いきいきしごとステーションやシニア
ステーション糀谷との連携強化を進める一方
で、相互の役割について整理し、より効率的な
支援体制の構築が求められる。

○ハローワーク大森とも連携し、求人ニーズ・
求職ニーズを的確に捉え、ターゲットを絞った
情報発信を検討する。
○引き続き、大田区いきいきしごとステーショ
ンとの連携強化と、情報の共有化等の取組みを
支援する。
〇大田区いきいきしごとステーション、シニア
ステーション糀谷との意見交換会等を通して、
相互連携や役割分担のあり方等について探る。

団体 1

〇労働者派遣事業は請負と比較し、昨今企業か
らのニーズが高いため、事業のより一層の拡充
が求められる。
〇シルバー人材センターといきいきしごとス
テーション等との違いやそれぞれが持つ支援の
強みを明確化し、利用者にとってわかりやすく
相談しやすい窓口としていく必要がある。

〇労働者派遣事業拡充のため、派遣事業担当
者、請負事業担当者、就業開拓員による定期的
な情報交換の機会を継続し、速やかかつ細やか
な顧客対応に今後も取り組む。
〇入会説明・登録会などの機会を通して、シル
バー人材センターといきいきしごとステーショ
ンの「システムの違い」や「働き方の違い」な
どについて、説明・周知の取組みを進める。

区
・
団体

1

○センター中期計画を着実に実施できるよう区
のサポートが必要。
○社会福祉協議会・地域包括支援センターとの
連携を強化する取組みが必要。

○センターは、中期計画に掲げた目標を実現す
るため、各項目を着実に実施する。
○関係団体等との連携に向けて、意見交換会等
の開催を検討する。
【新型コロナウイルス感染症の影響】
〇第２次中期計画は、新型コロナウイルス感染
症の影響による先の見通しが立たなかったため
計画年度を１年延長（平成30年度～令和３年
度）とし、令和３年度中に次期計画である第３
次中期計画（令和４年度～６年度）を策定し
た。

区 1

○区による職員の派遣やセンターの運営支援な
ど、引き続き支援が必要。
○地域の特性を踏まえた地域ごとの取組みや、
シルバー人材センター事業への周知活動につい
て、引き続き支援が必要。
○地域の支えあい体制を構築する中で、シル
バー人材センターの強みを生かした役割を果た
していくために引き続き支援が必要。

○次代を担う事務局職員の育成が図られるま
で、区の職員派遣を継続するとともに、区とセ
ンターの職員の派遣交流について検討する。
○関係部局の協力を得て、各地区で開催される
地域力推進会議等への委員としての参加を支援
する。
○年度当初の新任特別出張所長へのブロック役
員の顔合わせなどを通して、地域におけるセン
ターの社会奉仕活動等のＰＲを継続する（令和
２年度、３年度はコロナの影響で中止）。

団体 1

○理事会の更なるＩＴ化が必要。
○センター事業の更なる発展に向け、ＩＴ化を
さらに推進させることで会長・副会長をはじめ
とする各理事のマネジメント力をより向上させ
る必要がある。

○理事会においてはタブレット端末を導入し、
ペーパーレス化を図っている。引き続き、タブ
レット端末の効率的な利用により、各理事に対
し、経営指標や事業進捗状況等を詳細に提供し
説明することで、より効率的な理事会運営を図
る。
○課題解決に対し、理事会が積極的にイニシア
チブを発揮できるようにする。

所管課によ
る自己評価

所管課に
よる団体
評価

※達成度・・・１：取組みを進めることができた　　２：取組みを行ったが、進捗が不十分であった　　３：取組みに着手することができなかった

○職員自己申告や事業計画の進捗管理など
により、目標管理手法の定着など事務局職
員の育成の一助となった。
○各ブロック単位でボランティア活動等の
取組みが展開され、地域住民との交流促進
に取り組んでいることについて、特別出張
所への周知を進めることができた。（コロ
ナ禍によりこうした活動は中断中）

○各ブロックにおいて、ブロック担当理事
がブロック役員の活動にあたりアドバイ
ザーとしての役割を担うことで、概ね取組
みの予定どおり進捗した。

〇就業開拓員が大田区内の企業約7,000社
を訪問し、営業活動を行った。また、スー
パーマーケット、保育・幼稚園等、対象を
絞った営業活動にも取り組んだ。しかしな
がら、コロナ禍の影響もあり、請負･委任
契約金額については、第２次中期計画に定
める数値目標を達成できなかった。
〇会員が入会する際の登録内容を変更し、
スキル情報や業務経験を細かく把握できる
ようにした。
○「お客様アンケート」の結果、顧客満足
度は高い評価を得ており、職群別接遇安全
研修をはじめとする取組みが会員の資質向
上に寄与していることが判明した。

④

　第２次中期計画（平成30年度～令和3年度）の基本方針を踏まえ、事業に取り組んでいたが、新型
コロナウイルス感染症の拡大により、就業活動の縮小や地域活動の休止を余儀なくされ多大な影響を
受けた。一方でこの期間には、ホームページの充実、ＬＩＮＥ広告の実施やＷｅｂ入会の検討、就業
開拓、研修体系の再構築など、アフターコロナを見据えた事業実施に向け、様々な取組みを着実に実
施した。また、令和３年度には、第３次中期計画（令和４年度～６年度）を策定した。
　令和４年度以降も、契約金額の増加に向け、就業開拓員による事業所への営業強化や、シルバー派
遣事業の拡充による多様な職種の獲得に努めていく。

　大田区報や区設掲示板によるシルバー人材センターの広報活動や会員拡大活動を支援して
きた。これらについては、一定の効果があったといえる。
　一方、コロナ禍における対面会合の自粛等により、連絡会や意見交換会等の開催について
は企画段階までにとどまり、実施には至らないという状況であった。
　大田区シルバー人材センターにとって、大田区社会福祉協議会や地域包括支援センター等
の福祉関係団体との相互連携等は不可欠といえるため、区としては今後、これらの実現に向
けた取組みに力を入れていく必要がある。

○国の動向や事業実績を注視し、今後の計画の展開や方
向性を考慮しつつ、目標管理のサポートを行う。
○地域との連携を強化するために、区は地域力推進部及
び自治会町会等との調整を支援する。

○区職員の派遣により区のノウハウ等を事務局運営に活用し、
職員自己申告における年度目標の設定やセンター事業計画のＰ
ＤＣＡサイクルによる進捗管理などの手法を導入した。
○センターにおいて、会員の居住地ごとに区の特別出張所単位
（18ブロック）に会員組織が再編されたことに伴い、各ブロッ
ク単位での活動基盤の確立に向けた取組みを支援した。
○大田区元気シニアプロジェクトのモデル地区（嶺町・田園調
布・糀谷）においてコミュニティ会議のメンバーとして参加を
促し、地域の自治会町会、民生委員、シニアクラブ等との交流
を支援した。

○理事会のあり方を検証し、マネジメント力を向上させ
る。

○平成29年度策定のセンター「第２次中期計画」策定の過程に
おいて理事会のあり方を検証し、「理事会のＩＴ化」という施
策を打ち出した。
○理事の機動力を高めるために、各委員会での活動に加え、18
ブロック（各特別出張所単位）を各理事に分担させ、各地域に
おける理事のマネジメント力の発揮を図った。

○「大田区シルバー人材センター中期計画」及び「おお
た高齢者施策推進プラン」の次期計画策定について検討
段階から連携強化を図る。
○シルバー人材センター・区・社会福祉協議会・関係機
関を含めた連絡会等の開催により、情報交流や課題の共
有、解決に向けた連携を図る。

○センターの中期計画策定において策定委員となった区職員
（元気高齢者担当課長）を通じ、中期計画と区のプランに齟齬
がないよう取り組んだ。
○シルバー人材センター・区・社会福祉協議会・関係機関を含
めた連絡会等の開催には至らなかった。

【事業推進の体制強化】
他団体との連携が不十分である。

○連携強化に向けた具体的な計画立案とい
う部分は達成できなかったが、各団体ごと
の情報共有や個別事業における連携の取組
みを支援することで、個別の相談者に対し
て円滑な案内や適切な引継ぎが可能となっ
た。

〇左記の取組みにより、労働者派遣事業
は、コロナ禍の中でも着実に実績を積み重
ねることができた。
【参考】
　令和３年度の契約金額は平成29年度と比
較し３倍以上（46,464千円→141,554千
円）となった。
〇シルバー人材センターの入会説明･登録
会において、いきいきしごとステーション
のパンフレットを配布し、事業の説明をす
ることで、高齢者が２団体の特徴を把握
し、自らのニーズに合わせて就労の選択が
できるようになった。また、労働市場の動
向や毎月の入会者数のデータ等に関し、情
報交換を行っている。

○センター中期計画と高齢者施策推進プラ
ンの策定につき、それぞれに齟齬なく取り
組むことができた。
○関係機関等による連絡会の開催には至ら
なかったものの、区とシルバー人材セン
ターで個別の連絡調整を密に行い、課題の
共有化や連携・調整における課題解決のサ
ポートが実施できた。

③

【高齢者就労に向けた体制づくり】
高齢者の立場からは、就労支援の窓口が複
数あり、ニーズに沿った選択が困難となっ
ている。（大田区いきいきしごとステー
ションと、シルバー人材センター)

○シルバー人材センターと大田区いきいきしごとステー
ション両者の事業効果を相乗的に発揮できるよう、ハ
ローワークとも連携しながら、窓口の連携強化に向けた
計画立案を行う。

【受託拡大】
民間企業からの受託業務が少ない。公共か
らの受託業務についても、受託拡大に向け
て情報提供を行っているが、理解が不十分
である。

　大田区シルバー人材センターに限らず、全国的にもシルバー人材センターの会員数については微
減の傾向が続いている。年金制度に連動した高齢期の雇用環境も変化しており、定年後の雇用継続
や定年の延長という状況も見られる中、シルバー人材センターへの入会者や現会員の高齢化も顕著
である。
　そうした中、大田区シルバー人材センターにおいては年度末の会員数は3,000人台をキープして
おり、評価できるといえる。引き続き会員拡大に取り組んで欲しい。
　事業面では、シルバー派遣事業が好調である一方、従前からの請負・委任は年々減収傾向にあ
る。就業開拓に力を入れているところであるが、事業収益のより一層の向上が今後の課題といえ
る。

○令和３年度に大田区シルバー人材センター、大田区いきいき
しごとステーション、シニアステーション糀谷の３者による連
携強化に向けた事務レベルでの担当者会議を計画したが、コロ
ナの影響で実施には至らなかった。
〇相互連携的な取組みには至らなかったが、個別的な情報交換
等は実施できた。

○平成28年から開始した、労働者派遣事業を着実に推進
し、高齢者の持つ知識、経験を生かしたより多様な就業
を実現する。
○大田区いきいきしごとステーションとの連携を密に
し、相互の特色を生かした就労支援事業を案内・提供し
ていく。

〇労働者派遣事業に着実に取り組み、新たな就業先の開拓に取
り組んだ。人手不足分野である保育の現場において、会員がス
ムーズに就業できるよう就業前研修を充実させた。また、継続
して就業している会員にレベルアップ研修を実施し、知識・技
能の向上に取り組んだ。
〇労働者派遣事業拡充のため、派遣事業担当者、請負事業担当
者、就業開拓員による定期的な情報交換の機会を設け、速やか
かつ細やかな顧客対応に取り組んだ。
○いきいきしごとステーションと連携を密にし、求人情報の交
換など高齢者が望む就業形態に応じて、特色を生かした就労支
援を実施した。

〇平成30年度から令和３年度の第２次中期計画では、施策内容
の第１に「就業開拓の強化による受託事業の拡大」を掲げ、取
組みの方向性を明確にした。また、平成30年度から具体的な営
業活動を行う「就業開拓員」を設け、受託拡大の取組みを加速
させた。
〇より効果的な営業活動ができるように、会員から収集する情
報を精査・更新した。また、「人材情報バンク」について、定
期的な情報更新（各年度２回）に努めた。
〇会員のスキル向上のため、職群別接遇安全研修を実施（平成
29年度から令和元年度に計39回実施し1,178人が参加、令和２年
度～３年度はコロナ禍のため見送り）し、職群特有のケースス
タディを基に接遇向上及び事故防止に取り組んだ。また、清掃
研修を実施（５年間で67回実施し428人が参加）し、区民・区内
事業者からの需要に応えられる体制づくりに取り組んだ。
〇令和３年度に、民間企業や区民からの受託業務拡大のために
「お客様アンケート」を実施し、「会員の仕事の結果につい
て、満足している顧客の割合」について法人では79.3％、個人
では93.7％という結果を得た。

○「大田区シルバー人材センター中期計画」に「営業活
動の促進」を位置づけ、実効性の高い取組みを立案す
る。
○公益財団法人東京しごと財団が平成28年度から開始し
たデータベース化の取組み「人材情報バンク」を積極的
に周知し、営業活動や受託拡大を推進する。
○会員の資質向上への取組みを支援していくことで、受
託者の信頼を獲得し、継続受託に繋げる。

団体による
自己評価
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団体

区

団体

1,992,296,217
区出えん
比率

0.0%

区 １

〇他の地域包括支援センター受託法人も含め
た、高齢者に対するサービスの底上げの原動力
となるような存在として、運営姿勢や先駆的事
業の実施・継承などについて注力して活動でき
るよう助言、支援を行う必要がある。
〇地域包括ケアシステムについては、法人の
ネットワークを活かし、引き続き区の高齢者施
策を牽引する中心的な役割を担ってもらうた
め、職員の能力向上のための研修等の充実を図
ることが求められている。

〇地域包括支援センター、シニアステーション
事業の運営の更なる機能強化を図り、高齢者が
安心して生き生きと暮らせる相談支援体制を推
進する。
〇大田区若年性認知症支援相談窓口の運営で
は、同法人が実施している大田区若年性認知症
デイサービス事業（HOPE）との連携を図り、家
族会への支援、区内の大学や医療機関等との更
なる協働を進めていく。
〇地域包括ケア体制のより一層の充実に向け
て、職員のスキルアップに寄与する研修の実施
について検討していく。

基本財産等 区出えん金

今後の方向性今後の課題等
課　　　　題

改　　　革　　　事　　　項
取組状況 達成度

取　組　内　容
改革事項の検証

0

〇地域包括支援センターについては、区内22か所のうち９か所
（大森、田園調布、たまがわ、久が原、西蒲田、蒲田、大森
東、糀谷、羽田）を委託し、総合相談支援業務、包括的・継続
的ケアマネジメント支援業務、高齢者見守りキーホルダー事業
を含む高齢者見守り支え合いネットワーク推進業務等を実施し
ている。見守りキーホルダーについては、夜間や休日（24時
間）の区内全域の情報照会対応にかかる体制を整え、運営して
いる。認知症カフェの開催や介護予防・日常生活支援総合事業
の実施等、区の地域包括ケアシステムを支える中心的役割を果
たしている。
〇シニアステーション事業については、３か所（田園調布、田
園調布西、羽田）を委託し、今までの事業運営の実績を生かし
て幅広い世代や機関との連携を図り、地域におけるフレイル予
防を強化する等、大きな効果をあげている。
〇令和２年10月に、特別養護老人ホームたまがわ内に開設した
「大田区若年性認知症支援相談窓口」の運営を委託。23区で初
の専門相談窓口として、伴走型支援を実施している。
〇研修や人材交流の場を通して、区内の社会福祉法人に対して
人財の確保、育成、定着に関する助言や支援に取り組んだ。

【地域包括ケア体制の構築と福祉人材の育
成体制整備】
地域包括ケア体制の構築に向けた支援と連
携、介護サービスの充実と、区内における
福祉人材の育成体制整備

①

○区内事業者等の主体的な活動や事業者間の連携、サー
ビス向上に向けた支援など、自らの役割である制度全体
の調整や環境整備に、一層注力する。地域包括ケア体制
の構築に向けて、地域包括支援センターの機能強化をは
じめ、施設などの介護サービス基盤の整備、認知症カ
フェ運営支援などの認知症高齢者への支援、介護予防・
日常生活支援総合事業の実施などを推進する。
○池上長寿園が地域包括ケア体制における主要な事業体
として、困難事例や先駆的事業に率先して取り組む裏付
けとなる、組織や財務などの経営基盤及び法人経営の方
向性などについて、助言等、必要な支援を行う。

見守りキーホルダー事業では、夜間・休日
の警察・消防等の情報照会に対応し、高齢
者の生活の安全確保に寄与した。

【令和２年度】
〇地域包括支援センター相談実績　約17.5
万件（内、９か所の件数は約7.5万件）
〇見守りキーホルダー　夜間・休日照会対
応　215件
〇若年性相談窓口相談件数　368件
【令和３年度】
〇地域包括支援センター相談実績　約19.1
万件（内、９か所の件数は約8.2万件）
〇見守りキーホルダー　夜間・休日照会対
応　199件
〇若年性相談窓口相談件数　1,185件

〇研修や人材交流の実施により、区内の社
会福祉法人間の連携を強めるとともに、大
田区福祉の底上げにつながった。

事業内容
（定款上）

■第１種社会福祉事業
１　養護老人ホームの経営
２　特別養護老人ホームの経営
３　軽費老人ホームの経営
■第２種社会福祉事業
１　老人デイサービスセンターの経営
２　老人短期入所事業の経営
３　老人居宅介護等事業の経営

設立からの
経緯

○区の婦人団体が中心となった大田区老人ホーム
建設協力区委員会（昭和35年８月結成）が前身。
○昭和37年９月に法人設立、養老施設池上長寿園
(現在の養護老人ホーム池上長寿園)が開園。
○昭和63年に特別養護老人ホーム（羽田）の運営
委託を区より受託
○平成18年からは、大田区指定管理者として多く
の区立施設を運営するとともに、法人のルーツで
ある養護老人ホーム池上長寿園、ヘルパーステー
ションやケアプランセンターを自主事業として設
置・経営。
○平成27年度に特別養護老人ホーム及び併設高齢
者在宅サービスセンターの一部（羽田・池上・大
森）が民営化、その運営法人にはこれまでの実績
が評価され、池上長寿園が選定された。

あるべき姿

団体名 社会福祉法人　池上長寿園

大田区仲池上２－２４－８所在地

設立目的
(定款上）

多様な福祉サービスがその利用者の意向を尊重して総合的に提供されるよう創意工夫することによ
り、利用者が個人の尊厳を保持しつつ、自立した生活を地域社会において営むことができるよう支援
することを目的とする。

区

果たすべき
役割

　「高齢者が住み慣れた地域で、安心して暮らせるまち」の実現をめざし、介護保険の被保険者、介護サービス事業者を対象
とした実態調査などにより現状を把握した上で区民との協働及び関係部局との連携により計画を策定し、「高齢福祉」の実
現、「高齢福祉施策」の取組みを着実に推進する。
　計画期間の終了した事業計画については、その実績について分析・評価をした上で今後の計画に活かしていく。

　区や地域・区民と協働、連携し、特別養護老人ホームや高齢者在宅サービスセンター、地域包括支援センター等の幅広い事
業展開により元気高齢者から重度の要介護者に至るまで区民の多様なニーズに応える。
　人材育成や安定した財務基盤など事業の継続性を確保した上で蓄積された経験、知見を活用して区の施策の推進に寄与する
とともに、地域包括ケア体制の構築に向けて、区内事業者の先導的な役割を担い、事業者全体の底上げを図る。

○関係部局と連携し高齢福祉施策を立案する。
○池上長寿園と連携して施策の実現をめざし、地域や高齢者、介護者等への支援体制を構築する。

○区が掲げる政策のもと、ノウハウを生かした事業を実施する。
○高齢福祉の先導的団体として、区の高齢福祉全体の底上げを図る。
○既存施設の安定的運営と、区民ニーズをとらえたサービスの拡充を行う。

〇大田区地域支え合い強化推進事業（地域福祉
コーディネーター）については、社会福祉法第
107条に基づく大田区地域福祉計画との整合性や
事業スキーム、見込まれる受託費用等に応じた
適切な職員配置の検討や、協定上で連携を図る
各社会福祉法人における人材・業務などの運営
管理が課題。今後は重層的支援体制整備事業と
して多世代の地域課題を解決すべく、新しい地
域共生社会の地域づくりとしても一役を担うコ
ミュニティ・ソーシャルワーカーの育成が課題
である。
〇大田区若年性認知症支援相談窓口の支援対象
は当事者のみでなく、同居のご家族を含むた
め、幅広い視野と柔軟な相談支援体制の構築が
今後の課題である。また、世帯の複合課題を支
援できる、専門性の高い職員の人材育成が課題
である。

〇大田区地域支え合い強化推進事業について
は、受託する社会福祉法人の協定に基づき重層
的支援体制整備事業の構築を図ることになる。
重層的支援体制整備事業は、高齢福祉分野に限
らず多分野に渡る支援が求められるため、幅広
いコーディネイトができるソーシャルワーカー
の育成を行っていく。重層的支援体制整備事業
移行における過程では、事業として区制度の整
備はもちろんのこと、様々な福祉分野における
横断的な対応ができる福祉人材の育成と確保が
重要となるため、自法人のみならず区内実態と
合わせた検証をしていく。
〇大田区若年性認知症支援相談窓口は都の事業
として運営する目黒や多摩の相談センターとは
異なり、区独自の財源により事業を運営してい
る。先行して取り組んだ若年性認知症デイサー
ビスから派生し、相談支援をする専門窓口が開
設に至った経緯を踏まえ、相談者の状況や意思
に寄り添った支援を継続していく。

団体

○さまざまな困難事例の対応から得られたノウハウ、幅
広い法人内事業や地域資源を活用してサービスの充実を
図る。
○介護サービスの先導的団体として区内の社会福祉法人
や事業者団体等と協力し、区内事業者に対する研修や人
材交流などを行い、区内事業者全体の人材育成とサービ
スの底上げを図る。
○従来の事業に加え、先駆的事業や人材育成により、地
域包括ケア体制のモデル構築に率先して取り組む。区内
事業者との連携体制・相互協力関係を築いて事業の仕組
みや取組みを波及させ、区全体のサービスの底上げを図
り、地域全体で高齢者を支える体制づくりをめざす。

〇地域資源を活用したサービス充実では、区の地域支援事業で
ある以下を受託。
■平成30年4月　地域包括支援センター大森東　受託開始。
■平成30年11月　シニアステーション羽田と合わせ地域包括支
援センター羽田受託継続。
■平成30年７月　地域支援事業として大田区地域支え合い強化
推進事業を受託。
〇区内社会福祉法人との協力による人材育成では重層的支援体
制整備事業として地域支え合い強化推進事業を受託。
■平成30年度「地域ささえあい強化推進員」４名配置
フレイル予防の地域づくりを展開。
■令和元年度「地域ささえあい強化推進員」６名配置２か所増
設
地域福祉計画策定に基づく支援と共生の地域づくり。
■令和２年度「地域ささえあい強化推進員」８名配置２か所増
設
「地域共生社会づくり」に向け強化のため拡大。
■令和３年度「地域福祉コーディネーター」
配置場所・名称・役割を統合。
〇先駆的事業としては地域包括ケア体制、地域共生社会の実現
に向け
令和２年10月　若年性認知症支援相談窓口　受託開始。先行し
て取り組んだ若年性認知症専用のデイサービスとも連携を図
る。家族会の立ち上げや東邦大学医学部、東京工科大学とも連
携している。

〇糀谷・羽田地区における地域包括支援セ
ンターは羽田・糀谷・大森東と３つのセン
ターは同一法人として受託している。シニ
アステーション事業では来館される方の年
齢、ADL状態、ニーズ等に応じた、運動や
文化的な講座等のプログラムを提供し、地
域の自主グループや事業者、関係団体と連
携しフレイル予防や認知症予防、介護予防
に取り組んでいる。同一法人が受託してい
る地域包括支援センターが併設、近隣の身
近にあることで困難事例の支援も実践しや
すい体制を構築している。
〇平成30年度から受託した大田区地域支え
合い強化推進事業は令和３年度より大田区
社会福祉協議会、響会、白陽会との協定・
共創により執務場所を大田区社会福祉協議
会へ役割と名称を統合することで区民へわ
かりやすい形で事業を展開。社協の５名と
合わせた13名で更なる強化を図り、地域共
生社会実現のため大田区と社会福祉法人の
「共創」を進めた。
〇大田区若年性認知症支援相談窓口の令和
２年度の相談延件数は368件であったが、
半数以上の方が初回相談時には未診断で
あった。令和３年度は相談延件数1,185件
であった。外国人の方の対応や、相談者が
在職している企業との交渉、社会保障申
請、受診支援と困難ケースへの対応が増え
ている。
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今後の方向性今後の課題等
課　　　　題

改　　　革　　　事　　　項
取組状況 達成度

取　組　内　容
改革事項の検証

② 区 １

〇若年性認知症デイサービスについては、利用
料金だけでは運営ができず、区が人件費等経費
補助をし運営をしている。今後の展開について
は、区民ニーズの把握や実績の効果検証を行い
進めていく必要がある。

〇下丸子在宅の若年性認知症デイサービスにつ
いては、区民ニーズの把握や実績の効果検証を
行い、今後の展開について検討する。
〇矢口高齢者在宅サービスセンターでの共生型
サービスの導入について、引き続き区内部及び
法人と検討を行う。

区 １

〇令和４年度より、特養池上の工事が始まる。
在宅サービスセンター、養護老人ホーム等の事
業を継続しながらの工事であるため、工事の進
捗状況等確認が必要である。
〇民営化した特養の大規模修繕が令和６年度に
終了する。区立施設も入居者を移動させて修繕
を行う場合、民営化施設の修繕スケジュールに
合わせて行う必要がある。

〇令和４年度より民営化した特養の最後の工事
が始まる。引続き、工事の進捗状況の確認、妥
当性及び団体の財務状況を注視し、必要な支援
を行っていく。
〇区立特養大規模修繕を民営化した特養と同
様、入居者を移動させて修繕を行うための検討
を関係部署と進めると共に、団体とも調整を進
めていく。

所管課によ
る自己評価

所管課に
よる団体
評価

※達成度・・・１：取組みを進めることができた　　２：取組みを行ったが、進捗が不十分であった　　３：取組みに着手することができなかった

団体による
自己評価

③

　地域包括支援センターをはじめとする相談窓口では、数多くの相談を受け止めており、様々な困難
事例への対応を通してノウハウを蓄積してきた。地域包括ケア体制の構築においては、こうした実績
をもとに、高齢者支援における中心的な役割をはじめ、区と連携しながら新しい地域共生社会の地域
づくりにも取り組んできた。
　また、区内事業者全体の人材育成とサービスの底上げを図るため、区内の他の法人や事業者と協力
しながら、先導的な立場で研修や人材交流を実施した。特に人財の確保、育成、定着は、大田区福祉
の底上げ・基盤となるものであり、区内の社会福祉法人間の連携を強め取り組むことができた。大規
模修繕においても、区との密接な連携のもと、利用者に安心、安全をお届けできる環境づくりは計画
的に進めることができている。

〇地域包括ケア体制の推進については、地域包括支援センターの適正配置方針に基づく移転
や新設に際し、法人が持つ事業運営のノウハウや地域でのネットワークを最大限に活かし、
各事業や支援を円滑に進めることができた。若年性認知症支援相談窓口の開設では、準備段
階から情報を共有し、事業開始に至る体制を整えてきた。増加する相談へのきめ細やかな対
応、家族会の立ち上げ、関係機関との連携等、実績を着実に積み重ねている。
〇区立施設のあり方については、課題を整理し令和３年度までに４施設閉所し取組を進める
ことができた。民営化施設の大規模修繕に関する支援についても、施設が安定的に運営され
るよう団体と連携し取り組むことができた。当初想定していなかった利用料減収分について
も、団体の財政状況を考慮し支援できるよう調整できた。また、民営化した特養に続いて区
立特養の修繕が行えるよう、関係各課と連携し取組みを進めることができている。

【大規模修繕の円滑な実施】
民営化施設における大規模修繕を適切に実
施する。

〇平成29年度に決定した大田区立高齢者在宅サービスセンター
等の今後の方針に基づき、南馬込・田園調布・徳持の高齢者在
宅サービスセンターを令和元年度末までに閉所した。また、下
丸子高齢者在宅サービスセンターについては、若年性認知症デ
イサービスを令和元年度より開設した。
〇下丸子高齢者在宅サービスセンターに開設している若年性認
知症デイサービスの、利用曜日拡大の検討を行い、令和３年
度、４年度と段階的に利用曜日の拡大をした。
〇矢口高齢者在宅サービスについては、引き続き共生型サービ
スの導入について検討を行った。
〇民営化を実施する際に団体より提出された民営化後５箇年計
画（H26年度～H30年度）を基に、平成28年度末に民営化施設の
評価を行い平成29年度に健康福祉委員会にて報告をした。計画
の最終年度が終了したため、令和２年度に評価委員会を行っ
た。民営化後の「サービスの向上」「地域還元」「役割転換」
が適切に実施されているか評価するとともに、民営化による効
果を検証した。

○民営化施設の効果検証及び課題整理を十分行い、地域
包括ケア体制の構築に向けて通所介護に求められる機能
（認知症や重度者対応等）を踏まえ、区立施設として果
たしている役割を考慮した上であり方の検討を進め、今
後の方針を定める。

【高齢者施設のあり方検討】
・区立単独型高齢者在宅サービスセンター
のあり方の整理
・区立特別養護老人ホーム及び併設高齢者
在宅サービスセンターのあり方の整理

〇区立単独型高齢者在宅サービスセンター
については、池上長寿園指定管理の３施設
と、別法人指定管理施設１施設、計４施設
を令和３年度までに閉所した。うち、1施
設を地域包括支援センター、３施設を障が
い者福祉施設へ転用し、施設の有効活用を
行い更なる福祉サービスの向上を図ること
ができた。
〇下丸子高齢者在宅サービスセンターは、
若年性認知症デイサービスを若年性認知症
相談窓口と連携し、利用者及び家族のサ
ポートを行い地域で安定した生活を送るサ
ポートを行うことができた。
〇民営化した施設の評価委員会を行い、一
定の財務状況及び労働条件の確保ができて
いることが確認できた。また、サービスの
向上についても、安定したサービスの提供
がなされていることや、適切な施設管理を
行っていることなど評価することができ
た。

団体

〇地域包括支援センター９か所、シニアステーション事業３か所に加え、若年性認知症支援相談窓
口の運営、見守りキーホルダーの夜間・休日照会対応など、高齢者にとどまらず幅広い世代に対し
て、課題解決に向けた各種委託事業を展開している。また、他法人とも連携しながら、地域包括支
援センターの機能強化に積極的に取り組んでおり、引き続き区の良きパートナーとしての活躍が期
待される。今後も、更なる事業展開を目指し、安定した人員体制を維持願いたい。
〇民営化した施設の大規模修繕については、計画的に利用者を移動させ施設内を空にする手法で予
定通り進めていることは大変評価できる。区立特養の修繕についても、引続き連携し取り組んでい
けると評価している。
区内最大規模の社会福祉法人として、大田区福祉の中心を担い全体を牽引していくよう期待してい
る。

〇令和２年度に始まった、利用者を移動させての大規模修繕に
ついて、他施設等への移動が円滑に進むよう団体と連携し入所
調整の周知等行った。特養羽田、令和３年度工事完了。特養大
森、令和４年度完了予定。
〇大規模修繕に係る工事費に対する補助の他、利用者移動に伴
う利用料の減収についても、団体の財務状況を考慮し支援を行
い安定した運営ができるよう支援を行っている。
〇利用料減収分に係る補助金について、要綱改正、協定書の変
更等団体と協議を行い、令和２年度減収分を令和３年度に補助
金の支払いを行った。

○大規模修繕に伴う利用者の処遇などを含む工法の妥当
性及び団体の財務状況を注視し、施設が安定的に運営さ
れるよう、必要な支援を行う。

〇大規模修繕に伴う入所調整について、団
体と連携し民協等で周知した。また、入所
申込者へ団体と、入所停止期間について案
内を送付し個別に周知を行った。その結
果、円滑な入所調整の実施へとつながっ
た。
〇入居者の移動に伴う利用料の減収で、当
初想定していた工事費の補助だけでは団体
が安定した運営ができないことが検証さ
れ、補助制度の見直しにつながった。

○社会環境の変化が激しいため、策定した長期
修繕計画書の見直しが必要になる。
○コロナ禍であるため、入居者移動計画の適宜
更新、スムーズな移動とサービス提供体制の維
持に留意する必要がある。
〇施設休止による減収が確実なうえ、不安定な
社会情勢なため、財源の確保がさらに必要とな
る。
○今後も感染症の発生は継続すると考えられる
ため、感染症の発生による移動等計画への影響
を対応方法に折り込む必要がある。
○大規模修繕工事に対する家族、利用者、地域
等への説明は重要であるため、丁寧な進め方や
周知の方法をさらに徹底する必要がある。
○安定した事業運営を継続するため、大規模修
繕に伴う事前準備や引越し、移転等に要する費
用への補助が必要となる。
〇区立施設における円滑な大規模修繕の実施す
るため、区との具体的な検討、協議が必要とな
る。

〇入居者移動に伴う各種調整と手続きの実施及
び事前準備。入居者移動の実施などを推進す
る。
○家族、利用者、関係各所へ十分な説明と情報
提供を実施する。
○補助金等手続きについて、大田区担当者との
連携を密にし、確実に補助を受ける。
○大規模修繕に伴う諸経費の積算を行い、対処
工夫について検討する。
〇区立施設における大規模修繕の実施に向け
て、区との調整を進めていく。
〇社会環境等への変化に的確に対応できるよ
う、法人内および大田区をはじめとする関係機
関との連携を更に強化する。
〇基本的な感染症対策および体調管理を徹底す
る。

○計画的な修繕による長寿命化を図り施設を安定的に運
営していくため、大規模修繕を実施する。利用者の生活
上の支障を可能な限り低減させる工法等を検討するとと
もに、大規模修繕の着実な実行に向けた長期収支計画を
策定し、その財源の確保を図る。

○大規模修繕工事を円滑に進めるため、長期修繕計画書（長期
修繕計画に係る収支計画含）を作成し、計画に基づく進捗管理
を行った。
〇計画の実施については、大田区等との協議に基づき、居なが
ら工事から利用者を移動させての工法等への見直しを踏まえ長
期修繕計画書（長期修繕計画に係る収支計画含）の変更を実施
した。
〇利用者の安全、安心な生活の確保は家族、地域等の理解のも
とに進めることを重視し、丁寧な説明等に努めた。

○長期修繕計画書に基づき順調に設計、施
工と進めることができた。
〇利用者の安全、安心な生活を維持するた
めに入居者移動計画を策定した。
〇入居者の移動に伴う環境変化を考慮した
サービス提供体制の構築を実施した。
○長期修繕計画に係る収支計画の策定は財
源の確保の見通しをつけることにつなが
り、補助金等の申請を踏まえた事業所運営
とつながった。
○入居者の移動について丁寧な説明をおこ
なうことで家族の理解を得ることが出来
た。
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「新大田区外郭団体等改革プラン」　総括シート（平成29年度～令和３年度）　

所管課 福祉部　障害福祉課

代表者 理事長　鷲頭　美智

設立年月日 平成５年３月

団体

区

団体

520,663,411円
（R3.3.31現在）

区出えん
比率

0.0%

区 １

〇区立通所施設をはじめとする、量的増大、複
雑化に対応できる支援スキルの向上が必要であ
る。
〇複合課題に対応できる多機関連携の軸として
の立ち位置を強化することが求められる。
〇大森東福祉園の機能拡充、新井宿福祉園の改
築などについて、法人と区の間で役割を分担
し、円滑な実施に取り組む必要がある。

〇区の新たな「障がい施策推進プラン」に掲げ
る障がい者の地域生活を包括的に支援できるよ
う、現場ニーズの共有、取り組みの質の向上を
図る。
〇法人間の交流の核となる取り組みを支援す
る。
〇法人、区のそれぞれの持つ強みを活かし、対
等な関係で、施策の推進を図っていく。

団体 １

〇第４次経営改革プラン時に顕在化した課題へ
の取組みも踏まえ策定した、令和３年度からの
第５次経営改革プランの実施。
〇大田区社会福祉法人協議会（おおた福祉ネッ
ト）の活動を、より地域に密着した活動にして
いくため、区内４地区に分けた活動を始めた。
しかし、コロナ禍にあって、交流や活動に制約
がかかり、従前のような活動の実施は困難に
なっている。オンラインの活用等、大田区社会
福祉法人協議会（おおた福祉ネット）メンバー
とともに活動方法を検討していく必要がある。
〇令和２年度のつばさホーム前の浦、池上福祉
園に続き、区立施設の機能拡充と改修工事が予
定されている。実施にあたっては、施設の事業
運営や利用者の支援に極力支障がでないよう配
慮が必要である。

〇令和３年度から５か年にわたる法人の第５次
経営改革プランの着実な実施に向け、計画的に
取り組んでいく。
<区内事業者への情報提供＞
 　コロナ禍で実施できなかった区施設長会職員
交流研修を実施していく。集合研修の実施が困
難な場合は、オンライン等の活用も含め情報共
有に努めていく。
＜区と連携したサービス提供の推進＞
　 令和５年度からの大森東福祉園の改修工事に
伴う仮施設への移転や機能拡充等に向けて事業
が円滑に進むよう、区と連携して取り組んでい
く。

設立からの
経緯

○ 昭和61年４月に、大田区精神薄弱者育成会ま
 ごめ第２作業所（まごめ園の前身）が開所し、
 法人設立準備委員会を経て、平成５年３月に社
会
 福祉法人大田幸陽会が設立された。
○「大田区内の障害者全てに陽光が燦々とそそ
 ぎ、それぞれが幸せに暮らせる社会」を心から
 願い、 法人名を「大田幸陽会」と定めた。
○ 平成10年から管理運営委託（つばさホーム前
 の浦）
○ 平成11年から管理運営受託（新井宿福祉園）
○ 平成14年から管理運営受託（しいのき園、
 池上福祉園）
○ 平成18年から指定管理受託（新井宿福祉園、
 しいのき園、池上福祉園、つばさホーム前の
 浦）
○ 平成20年から指定管理受託（大森東福祉園）

設立目的
(定款上）

　　それぞれが幸せにくらせる社会の実現に向けて、多様な福祉サービスがその利用者の意向を尊重
　して有機的かつ総合的に提供されるよう創意工夫することにより、利用者が、個人の尊厳を保持し
　つつ、地域社会を構成する一員として自立した生活を営むことができるよう支援することを目的と
　する。

大田区大森南２－１５－１所在地

基本財産等 区出えん金 0

事業内容
（定款上）

■第２種社会福祉事業
 １　障害福祉サービス事業の経営
 ２　特定相談支援事業の経営
 ３　移動支援事業の経営
 ４　老人居宅介護等事業の経営

取　組　内　容

【先駆的取組みと連携強化】
 地域のニーズを踏まえた特色のある取組み
を継続・拡大するとともに、他の事業者に
対してもこれらの取組みを積極的に情報提
供するなど、区内における事業者の先導的
役割を担い、障がい者向けサービス全体の
向上を図る必要がある。

①

○大田幸陽会と定期的に意見・情報交換を行い、区の障
害施策の考え方を説明するとともに、地域のニーズを把
握し相互の取組みの方向性や役割を明確にする。
○大田幸陽会が、地域における障がい者サービス提供事
業者における先導的な役割を担い、区と連携して事業を
推進していけるよう組織や財務などの経営基盤及び事業
の方向性などについて、必要な支援を行う。

＜区内事業者への情報提供＞
　区施設長会職員交流研修の幹事として、これまでの座学から
交流研修に移行した研修を企画（コロナ禍で実施は見送り）し
た。
<地域貢献等のネットワークづくりの推進＞
　おおたスマイルプロジェクト「れいんぼう」の活動に、フー
ドバンクと提携し、食を通したプログラムに貢献した。社会福
祉協議会のこどもの長期休み応援プロジェクトに法人として協
力。また、大田区社会福祉法人協議会（おおた福祉ネット）の
幹事法人として、「ふくしのしごと市」等に参画。
＜区と連携したサービス提供の推進＞
　つばさホーム前の浦の障害者総合支援法に基づく事業に向け
た会館の改修工事に伴い、令和2年度はプラム蒲田に一時移転し
て緊急一時保護事業を実施。併せて次年度からの障害者総合支
援法に基づく事業に向けた準備に取り組んだ。令和3年度には、
大田幸陽会館で障害者総合支援法に基づく短期入所事業と共同
生活援助事業を実施することができた。区立池上福祉園での重
症心身障害者通所事業開始に向けた取り組みを区と連携して行
い、令和3年度からの実施に至った。

○区内の事業者を対象とした事例研究・報告会を開催す
るなど、これまで実施してきた先駆的な取組みや成功事
例について情報提供し、区内事業者のサービス向上を図
る。
○医療や高齢福祉等、分野を超えた他の社会福祉法人等
と連携した取組みを展開し、地域貢献・社会貢献活動の
ネットワークづくりを推進する。
○区との定期的な意見・情報交換や、利用者・保護者か
らの意見を踏まえ、グループホーム等の居住系サービス
整備等を始めとした様々なサービス提供を区と連携し計
画的に推進する。

団体名 社会福祉法人　大田幸陽会
区

今後の方向性今後の課題等
課　　　　題

改　　　革　　　事　　　項
取組状況 達成度

〇新型コロナウイルス感染症拡大により、定期的な打ち合わせ
の設定が困難であった。しかし、新たな「障がい施策推進プラ
ン」の共有、つばさホーム前の浦や池上福祉園の機能拡充を通
じ、区と団体の方向性や役割を明確化し、大田幸陽会が専門性
を発揮し、取り組むことができた。
〇区と法人の間で双方向の人材交流が開始され、双方の連携が
強化された。
〇障がい者の重度化、高齢化の課題への取組みに、イニシア
ティブを発揮した。

   障がいのある人が必要な時に必要な場所で適切な支援が受けられるよう、障害福祉施策の企画立案に加え、関係機関との
 適切な役割分担の下、緊密に連携し、障がい者施策を実施する。

  大田区に暮らす障がい者の多様なニーズに対応した施設運営や事業展開に取り組むとともに、区内の障がい者向けサービス
 の先導的な実施主体として、他の事業者への情報提供、協働事業などを実施し、大田区における障害福祉サービスの全体の向
 上に寄与する役割を担う。

 「障がい者総合サポートセンター」を中心として、既存施設の機能拡充により地域生活支援拠点等の面的な体制整備をめざ
 す。
  既存施設の機能拡充や新規施設の開設を行うとともに、個々の機関の有機的な連携の確保による総合的な支援体制を構築し
 ていく。

○ 区からの受託事業、指定管理業務を的確に遂行するとともに地域のニーズに応える取組みの充実を図り、障害福祉サービス
 を向上させていく。
○ 先導的団体として、自主事業の充実に加え、協働事業などに関する新規サービスの提案・実施を積極的に行う。
○ 大田区及び区内の各種団体との良好な協力関係を構築する。

改革事項の検証

〇困難ケースを受け入れる短期入所の開始
や、医療的ケアを要する利用者への支援な
ど、地域のニーズを汲んだ取組みを行っ
た。
〇施設長会での事例発表や、法人の枠を超
えた研修の企画の主体となるなど、区内で
サービス提供を行う事業者のレベルアップ
に十分貢献した。

〇法人の枠を超えた交流研修を企画し、先
導的な役割を果たしている。
〇大田区社会福祉法人協議会（おおた福祉
ネット）の幹事法人として、障がい福祉分
野のみならず、広く支援を要する方をめぐ
る活動に取り組んでいる。
〇施設の機能拡充を円滑に進め、その取り
組みについては施設長会などでも共有して
いる。

あるべき姿

果たすべき
役割
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取　組　内　容
今後の方向性今後の課題等

課　　　　題

改　　　革　　　事　　　項
取組状況 達成度改革事項の検証

区 １

〇人材育成の強化により法人全体の職員のレベ
ルアップを図ることが課題となっている。
〇障がいのある方のセーフティーネットとして
区が期待する役割と自立した経営のバランスが
取れるようにすることが求められている。

〇引き続き、区と法人の人事交流を深め、相互
理解と経営ノウハウの向上をはかる。
〇区の新たに策定する「障がい施策推進プラ
ン」に掲げる障がい者の地域生活を法人と連携
しながら包括的に支援していく。

団体 １

〇会計監査人の導入に向けた準備を進める必要
がある。
〇新たなキャリアパスに基づく人事給与制度の
構築と令和４年度からの新制度への円滑な移行
が求められる。
〇地域生活支援を重点的に進めていくため、多
様な団体等と連携し,包括的な支援に取り組んで
いくことが必要である。

＜法人のガバナンス強化＞
　 複線型のキャリアパスや多様な人材登用を含
む新たな人事給与制度を導入する。
＜新たな事業への取組みの継続実施＞
　 第５次経営改革プランのもと、法人の事業運
営と新たな取組みを計画的に進めていく。法人
として、地域生活支援の事業を充実させ包括的
な支援につなげていくため、法人内の事業所間
連携はもとより、多様な団体等との連携を進め
ていく。利用者支援の充実と事務の効率化に向
けてICT化を進めていく。

③ 団体 １
〇区や法人間連携による人材の確保・育成等の
有効な手法を検討・実施していく必要がある。

＜大田区社会福祉法人協議会（おおた福祉ネッ
ト）と連携した研修の実施＞
　新型コロナウイルスの感染状況により取組内
容も左右されるが、大田区社会福祉法人協議会
（おおた福祉ネット）の幹事法人として、引き
続き「福祉カレッジ」等に参画し、人材確保・
育成に向けて区内の法人等と連携していく。
＜福祉実習生受け入れ体制整備＞
　コロナ禍にあって、令和２年度は実習生の受
け入れ数が半減したが、引き続き大学等と連携
し、積極的に受け入れを継続していく。
＜協働による福祉人材の確保、育成等＞
　大田区社会福祉法人協議会（おおた福祉ネッ
ト）の「ふくしのしごと市」等に引き続き参画
し、福祉人材の確保と情報発信による社会福祉
法人の周知に努めていく。法人間で人材確保策
等の情報を共有していく。大田区福祉人材育
成・交流センターの活動に積極的に参画してい
く。

所管課によ
る自己評価

所管課に
よる団体
評価

※達成度・・・１：取組みを進めることができた　　２：取組みを行ったが、進捗が不十分であった　　３：取組みに着手することができなかった

　令和２年度の新型コロナウイルス感染症拡大以降、大田幸陽会との定期的な意見・情報交
換会を実施できなかったが、区として「障がい施策推進プラン」の共有や大田幸陽会へ期待
する取組みを示してきた。
 このような中、区と大田幸陽会の連携・協働により取り組んだ直近の実績として、令和３
年度につばさホーム前の浦では、緊急時の受入体制を充実するために短期入所事業を、ま
た、障がい者の居住の場の確保・充実を図るために共同生活援助事業を開始することができ
た。池上福祉園では、医療的ケアを要する利用者を支援するため、機能を拡充し、重症心身
障害者通所事業を新たに開始するなど、利用者のニーズを汲んだ取組みを行った。
　現在、障がい者の重度化・高齢化に対応するため、障害者施設の整備計画に基づき、引き
続き区と大田幸陽会と連携・協力のもと着実に取組みを進めている。

○大田幸陽会に対する補助金による財政支援について、
内容の見直しを行い、従来の運営費補助から、先駆的な
取組みや他の事業者への波及効果が期待できる特定の事
業に対する補助金に移行し、地域における障がい福祉
サービスの向上を図る。大田幸陽会が企画・提案する先
進的事業、広域的連携事業等の推進のために必要に応じ
て支援を行う。
○大田幸陽会のガバナンス強化の状況を検証する。

団体による
自己評価

【法人の経営基盤の強化】
　積極的なサービス展開や法人直営施設の
大規模修繕などの検討を進めるため、財政
面・人材面といった経営基盤を強化し、社
会福祉法人としての自立性を高める必要が
ある。

②

　法人は、指定管理業務等の的確な遂行とともに、つばさホーム前の浦の障害者総合支援法に基づく
事業や池上福祉園の重症心身障害者通所事業の導入等、新たな施策に区と連携して取り組んできた。
一方で、大田区社会福祉法人協議会（おおた福祉ネット）の幹事法人として、分野を越えた連携のも
と、公益的活動にも積極的に取り組み、さらに先駆的な取組事例を他法人に情報提供する等、区全体
の障害福祉の向上にも寄与している。
　事業の運営にあたっては、経営改革プランを策定し、そのもとで事業拡充と業務改善に向けた取組
みを着実に進めている。特に近年は、出退勤システムの導入や無線LANの整備等ICT化を進め、業務の
効率化や正確性の向上に努めている。
　組織運営面では、多様な人材の活用と多様な働き方ができる環境づくりを目指し、令和４年度から
の複線型のキャリアパスによる新たな人事給与制度の導入に至った。またホームページの刷新をはじ
め、媒体を活用した情報発信を強化して人材確保を目指すとともに、コロナ禍にあってもeラーニン
グ等のオンライン研修を充実させるなど、人材育成にも力を注いでいる。
　今後は、障がい者の地域生活支援に向けた取組みをより強化し、法人内外の資源を活用した包括的
な支援の構築を目指そうとしている。

【福祉人材の確保・育成】
　 福祉人材の確保が困難な状況であり、
 職員の雇用形態が多様化している。今後、
 サービスの量の確保と質を向上させるため
 に、人材育成をより強化することが求め
 られる。

　指定管理施設の受託法人として施設の適切な管理運営を遂行し、法人のこれまでの経験と専門的
な知識を活かして、コロナ禍においても、区と協調しながら施策実現に向けて事業を推進してい
る。さらに、法人の経営基盤を強化するため、事業の内容に適した人事給与制度を構築し、法人運
営を支える人材確保や人材育成に力を注ぎながら、ITを活用することにより業務の効率的な運営を
目指している点が評価できる。また、地域ニーズに対応するため、地域の方や他の事業所との円滑
な連携体制を構築し、地域との調整機能を担い、柔軟性と機動性を活かした事業展開により地域貢
献を果たしている。
　今後も区の連携団体として、区内における事業者の先導的役割を担い、区と連携して障がい者施
策を推進し、区民サービスの向上に寄与する団体として期待できる。

○大田区社会福祉法人協議会（おおた福祉ネット）と連
携した研修を実施、充実することにより、大田区の福祉
サービス全体の向上、経営基盤を担う職員の確保、育成
を図る。
○福祉系大学、高校等と連携した福祉実習生の受入体制
を整備し、人材の確保に努める。特に区内在住の人材の
確保、育成に取り組む。
○区や他の障がい者サービス事業者と連携した就職セミ
ナー等を開催するなど、協働による区内の福祉人材の確
保、育成等を積極的に推進する。

＜法人間連携の取り組み＞
  大田区社会福祉法人協議会（おおた福祉ネット）の幹事法人
として法人間連携に向けた活動に参画。コロナ禍で幹事会等の
会議もオンラインに移行して実施。大田区社会福祉法人協議会
（おおた福祉ネット）の全体研修もコロナ禍でオンラインでの
実施となっている。ただし、法人研修への相互参加は、集合研
修自体が困難であり、一時的に見送りとなっている。
＜福祉実習生の受け入れ体制整備＞
　 毎年積極的に福祉実習生等を受け入れてきたが、令和２年度
は、コロナ禍で大学の実習形態に変化があったこともあり、法
人全体で37名440日と前年比で実習数が半減した。令和３年度に
ついては、45名603日と少し回復してきている。法人としては、
大学や学生とのパイプづくりと法人の認知度を高めるために
も、実習生の受け入れを積極的に行っている。社会福祉実習学
生を対象に社会福祉相談援助実習カリキュラムの合同説明会を
開催している。
<協働による福祉人材の確保、育成等＞
  大田区社会福祉法人協議会（おおた福祉ネット）の幹事法人
として、ハローワークと連携した「ふくしのしごと市」や「福
祉カレッジ」に参画。区主催の採用オンラインプログラムに法
人管理職が参加。法人間のオンライン交流イベントに法人の職
員が参加。区の「大田区福祉人材育成・交流センター」設立に
向けた会議に参加。

〇補助金の内容を見直し、新たな課題への取組み等への支援を
行った。
〇法人の人材の確保状況などを確認、サービス提供の質の向上
につながっていることを検証した。
〇区と法人の間で、双方向の人材交流を開始し、連携が強化さ
れた。

＜法人のガバナンス強化等＞
　  人材の確保・育成・定着に向けて、昇格だけでなく専門性
にも着目した複線型のキャリアパスを導入し、専門職育成の強
化や多様な人材の登用等を含む人事給与制度の見直しに向けコ
ンサルを入れて検討。令和４年度からの実施となった。
　 コロナ禍の中、集合研修に替え、指定の教材を使ったオンラ
イン研修やDVDを活用した研修を積極的に実施。ズームを活用し
たオンライン会議の導入等業務のICT化を進めた。
＜新たな取り組み事業の継続実施＞
　 つばさホーム前の浦の障害者総合支援法に基づく事業や区立
池上福祉園の重心事業等の新たな事業を含む指定管理に応募
し、令和３年度からの事業開始に向けて取り組み、実施に至っ
ている。
　 サテライト（一人暮らし）型住居の新規開設・運営。訪問看
護ステーションと連携し、グループホーム利用者の健康管理や
夜間緊急時対応に助言を受けられる体制を構築。自立生活援助
事業の実施。区立しいのき園での工賃向上プロジェクト実施。
のぞみ園で自主生産品のオンラインショップを開設。

○新規事業、先進的事業、広域的連携事業等の企画提案
を積極的に行うとともに、大規模修繕計画・財務計画の
検討を行うため、法人のガバナンス強化を行う。
○区内の事業所の先導的役割を果たすために、先駆的な
取組みを継続して実施する。

〇コロナ禍ではあったが、学生の実習を丁
寧に受け入れ、人材育成の一翼を担った。
〇大田区社会福祉法人協議会（おおた福祉
ネット）の幹事法人として、外部連携や企
画に積極的に参画している。この活動によ
り、分野を越えた法人間の情報共有や法人
間協力、事業連携に繋がっている。
〇大田区福祉人材育成・交流センターの設
置に係る検討会にも区内福祉サービスの担
い手としての立場で参画し、現場（法人）
の視点による提言を反映させることができ
た。

〇補助対象事業を先駆的取組にするなどの
規定整備を行い、障がい福祉サービスの向
上を図った。
〇人材交流により、区の持つ経営や施設管
理のノウハウを共有することができた。
〇双方向の人材交流の実現により、法人の
ガバナンスが強化され、自立性が高まった
と評価できる。

〇経営基盤の強化に向け、外部の専門知識
を活用し、取組みを進めている。オンライ
ンの導入により、取組みが滞らないように
している。
〇つばさホーム前の浦の機能拡充に当たっ
ては、支援業務にICTを取り込み、少ない
人数でも、きめの細かい支援ができるよう
にした。
〇区受託事業以外にも、広く地域での支援
を強化していく新たな取組みを進め、併せ
て経営基盤の充実を図っている。
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